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企業再建整備期における昭和電工の事業展開
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（前論文との関係）
本稿は昭和電工の企業再建整備期に関する第
５論文である。第１論文で企業再建整備の実態
を昭和電工の事例から考察し，第２論文で昭和
電工企業集団の解体を，第３論文で昭電疑獄を
含む経営体制の変化を，第４論文で復興期の資
金調達を問題とした１）。残るのは同時期におけ
る事業の復興・再編成についてである。第１～
５論文によって，化学企業大手の，そして戦前
期新興コンツエルンの一つに数えられた昭和電
工が，敗戦後の困難をどう乗り越えて復活し得
たのかに，なにがしかの回答を与えるものと思
われる。
（本稿の課題）
本稿では，２つの課題を設定した。
第１は，敗戦までに同社が受けた物的設備の
損害を把握し，いかに復興計画を樹立し，実現
していったかの過程を実証的に追跡することで
ある。敗戦後の復興過程で，いわゆる「傾斜生
産方式」の下，食糧増産のために肥料工業の復
活・拡充が優先されたことは周知の事実である。
同社が化学大手としてその政策に乗って，いか
に肥料生産設備を増強し，肥料生産拡大を実現
したかが問われよう。同時に肥料だけでなく，
軽金属，無機化学薬品，研削材，電極など多分
野を抱え，多数工場を擁していた同社が戦後の
需要変化を踏まえていかに再編成していったの
かに関心が持たれよう。実は第３論文で解明し
たように，創業者森矗昶の長男＝森暁社長を中
心とする経営体制が，公職追放，日野原節三の
乗っ取りによって大きく変更された時期であり，
事業再編成と経営体制変更がどうからんでいた
のかも知りたいところである。それらは同社の
再建整備期に作成された内部資料の発掘によっ
て解明されよう。
第２は，同社が擁する多分野の事業の内容，
その関連を追求することである。化学工業では
いわゆる主製品・副産品と呼ばれるように生産
工程から連産される製品群を持つことは通常で
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あり，同社も例外ではない。その上同社は，前
述のように多数の事業分野を擁していたから，
各分野の関連性，諸工場の関連性の有無を把握
することが不可欠である。本稿では遅蒔きなが
ら２），同社の企業再建整備関係資料によってそ
の実態を解明する。
 既発行の論文は次の通り。
第１論文＝「昭和電工の企業再建整備の考
察」『専修大学社会科学研究所
月報』４７６号，２００２年１２月
第２論文＝「昭和電工企業集団の解体」
『専修経営研究年報』２７号，２００３
年３月
第３論文＝「戦後復興期における昭和電工
の経営体制」『専修経営学論
集』７６号，２００３年３月
第４論文＝「戦後復興期における昭和電工
の資金調達」『専修大学経営研
究所報』１５５号，２００３年３月
 前著『昭和電工成立史の研究』（日本経
済評論社，１９９７年，大塩武と共著）では，
多分野に跨る事業の関連性，諸工場の関連
性については深く及んではいなかった。
Ⅰ．企業再建整備期の事業復興
１．敗戦時の生産設備
戦時末期から敗戦直後における昭和電工の諸
工場はいかなる状況にあったのか。『昭和電工
五十年史』は，戦時末期には「厳しい軍の要請
のもとに，当社はひたすら増産に努めていたが，
資材，原料，労働力，輸送などあらゆる面の困
難が日を追って深刻化し，……半身不随の事業
場も少なくなかった。」（９６頁）というが，もう
少し具体的に状況を整理してみよう。
１） 空襲による生産設備の被害
昭和電工の場合，「電気化学工業という性格
上，工場が各地に分散していたため，……空襲
による直接的被害は比較的少なかった」１）と概
括されている。しかし肥料部門の中心川崎工場
は業界最大の硫安工場であったが，大打撃を被
っている。すなわち「（昭和）１７年から電力，硫
酸の不足で硫安の生産が減退した。副産ガス，
軍需などの拡充を図って採算の悪化を防いでい
たが，２０年に入ると，４月から８月にかけ前後
７回の大空襲に見舞われ，生産設備その他に壊
滅的打撃を受け，操業不能の状態で終戦を迎え
た」２）。すなわち「数次の被災によってガス工
場８８％，合成工場６０％，硫酸工場６５％，硫安工
場７３％，硫安倉庫９７％，事務所および寮６５％，
電解工場４０％，硝酸工場全部がそれぞれ被災し
た」３）といわれる。硫安工業全体では「１６工場
のうち１０工場が直接的な戦災を被った。とくに
昭和電工川崎工場（被害率９１％），東洋高圧大牟
田工場，日本窒素水俣工場の被害は大きかった。
その他の工場も戦災や設備の故障によって生産
の継続が困難となり，８月１５日の終戦時にも操
業を続けていたのは日産化学富山工場だけであ
った」４）といわれる。
興津工場は「８月１３日，米艦載機の機銃掃射
を受け，硝酸カリに引火して第二工場，倉庫な
ど２９７０平方メートルを焼失した」５）。
また横浜工場も２０年２月に「焼夷弾攻撃を受
け，氷晶石工場の講堂，倉庫，修理場などに火
災が発生」した６）。
要するに，昭和電工では直接的な被害は３工
場だけであった。同じ肥料部門でも石灰窒素で
の直接的被害は電気化学工業の大牟田工場だけ
で，昭電を含めほとんどの工場は無傷で残っ
た７）。川崎工場だけでみれば「壊滅的打撃」で
あるが，昭和電工全体では企業の存続に響くほ
どの被害ではなかったといえよう。
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１）『昭和電工五十年史』１０１頁。
２） 同上，９７頁。
３）『昭和電工創業３５年史 １９２６～１９６１ Ⅱ部
門史』の「Ⅱ化学肥料」２５２頁（以下，同資料
からの引用は『Ⅱ部門史』Ⅱ化学肥料，００頁
のごとく略す）。
４） 日本硫安工業協会編『日本硫安工業史』昭
和４３年，２０３頁。昭和電工川崎工場編『川崎工
場史（稿）』では復旧困難なほどの大被害は昭
和電工川崎，日本窒素水俣，日東化学八戸，
東洋高圧彦島の４工場を挙げ，一部被害とし
て宇部興産，三菱化成黒崎，東洋高圧大牟田，
東亞合成の４工場を挙げている（８８頁）。
５） ６）『昭和電工五十年史』１０１頁。
７）『Ⅱ部門史』Ⅱ化学肥料，１５９頁。
２） 敗戦前後の諸工場
『昭和電工五十年史』によれば，敗戦直後の
諸工場の状況が簡潔に記述されているが（同史
９６～７頁，１０１～３頁），さらに『昭和電工創業
３５年史 Ⅱ部門史』の説明を加えて工場別に整
理してみると次のようであった（以下の引用な
いし参照について，前者『五十年史』は頁数の
み，後者『Ⅱ部門史』は掲載場所と頁数を表
示）。
鹿瀬工場……敗戦後の８月２３日に生産を中止。
早くも９月６日に石灰窒素の生産を再開した
が，資材・労務の不足に加えて設備老朽化が
生産低下を招いていたので，「工場幹部は年
産７万トンの生産設備を計画し，終戦年の１２
月１０日計画予算をつくり翌２１年１月早々本社
へ稟議を提出し，３月１４日承認を経て実施に
移した。この間３月１日臨時資金調整法によ
り８００万円の許可を受けた」という。インフ
レの進行，資材入手難，原料の品質悪化によ
り，計画を修正し６万トン能力とした（Ⅱ化
学肥料，２５５頁）。老朽化した設備の改修工事
予算は３，０００万円に修正されるが，カ－バイ
ド設備８８０万円，社宅・寮設備７５０万円で過半
を占め，労務者大募集も反映していたのであ
る（鹿瀬「工場史」第２輯，昭和３２年，２３頁）。
富山工場……ここでも敗戦と同時に全作業を中
止したが，手持原料でアルミナを生産した。
他方，同工場では「昭和２０年１２月ＧＨＱに対
し，工場設備を転換し石灰窒素，銑鉄及び食
塩の生産開始について申請し，翌２１年１月２５
日許可を得た。同月から銑鉄はアルミナ用電
炉を転用し，食塩は電極用電気機器を転用し，
その他肥料転換までの過渡的事業として電極
および（手持原料による）アルミナの生産を開
始」，５月からアルミナ用電炉の転用によっ
てカ－バイドの生産にも入った（Ⅱ化学肥
料，２１６～７頁）という。
塩尻工場……研削材の同工場は，戦時中の「重
点生産が進むにともなって原料，資材の入手
が深刻化し，次第に正規の製品を製造できな
くなった。しかし，質より量という軍の要請
で，１９年には〈モランダム〉，〈ホワイトモラ
ンダム〉，炭化珪素，緑色炭化珪素のいずれ
も戦前最高の生産実績をあげたのである
が，２０年には原料，燃料をはじめ，すべての
資材が不足して，生産も激減した」（９６～７
頁）。戦時中に生産を始めた低炭素フェロク
ロムが９月に生産を中止したのにつづい
て，２１年４月緑色炭化珪素，２２年４月には
〈ホワイトモランダム〉がそれぞれ生産を中止，
〈モランダム〉，炭化珪素だけが細々と生産を
続けた（その後２３年１１月緑色炭化珪素の生産
が復活）１）。
秩父工場……低炭素フエロクロムの同工場は，
電力や資材の不足などで１９年４月からフル運
転を行なったことがなく，２０年に入ると，熟
練工の応召，徴用工の長期欠勤などが重なっ
て，操業率の低下はさらに進んだ。敗戦後，
軍需依存の低炭素フェロクロムの生産を中止
した（９６頁）。「昭和２１年１月１８日埼玉県軍政
部から……石灰窒素２万５０００トン，金属クロ
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ム１２０トン，および低炭素フェロクロム２０００
トンの製造許可がおりたが，許可があっても
業界の需要がなかったので３年半近くもフェ
ロクロムの製造休止の状態であった」（Ⅳ重
金属，６５４頁）。但し石灰窒素への転換工事を
進めても，フェロクロム２０００トン設備は将来
に備えて温存した（「秩父工場史」昭和２７
年，２８０頁）。その後「進駐軍方面の要請で金
属クロムの生産がまず再開され，それから約
１年遅れて昭和２４年５月１４日低炭素フェロク
ロム生産の再開」となったとある。すなわち，
戦後約３年間は従来の重金属生産は棚上げし，
石灰窒素生産に注力したのである（Ⅳ重金
属，６５４頁参照）。
横浜工場……戦時中「アルミニウム部門では，
船舶不足によってビンタン，パラオなどから
のボーキサイト輸送が不可能となったため，
大町，横浜，川崎の各工場が，礬土頁岩，粘
土，飛行機の廃材などを利用して，アルミナ
やアルミニウムの製造を試みたが，増産は望
むべくもなく，生産低落の一途をたどっ
た。」（９６頁）という。
横浜工場は敗戦と同時に全作業を中止した
が，９月に硫酸の生産を再開したのにつづい
て，１０月には苛性ソーダ，塩酸，晒粉，液体
塩素，２１年２月には天然黒鉛電極（未焼
成），４月には航空機の廃機体を原料とする
アルミナなどの生産をそれぞれ再開した。
因みに戦後のアルミニウム工業は，軍需の
消滅，原料ボーキサイトの杜絶，賠償指定に
よる設備撤去の可能性を抱え，前途暗澹たる
状況であった。２０年１２月の賠償に関するポー
レー中間報告では年１．５万トンのアルミ圧延
設備以外は撤去とされたが，その後ＧＨＱは
緩和措置を取った。敗戦時約１５万トンといわ
れた国内のアルミ在庫は，戦後の家庭用品等
の爆発的な需要で枯渇し，廃機体を原料とす
るアルミも品質低下し，遂に２３年１月ＧＨＱ
はアルミ生産２万トン，ボーキサイト輸入１０
万トンを許可した。これからアルミ工業はよ
うやく復活を開始することになる。しかし横
浜，大町，喜多方がアルミを再開するのは２５
年の朝鮮戦争勃発後のことである。
大町工場……敗戦と同時に全工場の操業を中止
したが，１０月から天然黒鉛電極と人造黒鉛電
極の生産を再開した。同工場はＧＨＱの指示
でアルミニウム生産を中止，再開の見込みが
立たないために転換を模索した。電極と硫安
生産を計画，長野軍政部から許可を得たが，
結局硫安は断念して電極生産に特化したので
ある（硫安計画については再述）（Ⅱ化学肥
料，２８８頁参照）。
転換にあたり大町工場の条件は次のように
考えられていたのである。
「大町工場は大きな電力を利用できること，
低温良質な工業用水が豊富に得られることに
利点がある反面において，付近になんら見る
べき原料を産出しないため，原料輸送費がで
きるだけ少い工業を選ばなければならない。
この条件に適合する業種を検討すれば，……
仮焼や一次焼成や黒鉛化を電気で行なう人造
黒鉛電極は，電力原単位当たり運搬量が最少
で，大町には最も適しており，これに次ぐも
のは電解法による合成硫安である」（Ⅵ電
極，９４８頁）
喜多方工場……敗戦後も操業を継続していた
が，９月６日，占領軍の命令で操業を中止し
た。２１年３月，横浜工場から廃機体を原料と
するアルミナの供給を受けて生産を再開した
が，純度が悪く，売物にならない状態が続い
た。
小海工場……戦後「含ニッケル銑の需要が低下
したので昭和２１年７月その生産を中止した。
……これに代わって普通鋳物銑である電工銑
企業再建整備期における昭和電工の事業展開
８５
の生産を再開し５トン製鋼炉を利用して農機
具，製粉機，車輪あるいはミシンのアームな
ど直接鋳物製品をつくった。」２１年から２２年
にかけて原料鉱石は大日向鉱と買鉱に依存し
たが，２３年大日向鉱山の休業のためダライ粉
に転換，鋳物銑は一応活況をみたものの，八
幡製鉄の高炉銑に敗れていくのである。（Ⅳ
重金属，７１０～１２頁参照）
松本工場……同工場は戦後も電解鉄の生産を続
行したが，多くの工場のうち，生産続行は珍
しい。同工場は電解鉄を専門とするが，電解
鉄は銑鉄の一種で，「電気炉による乾式製錬
で造られる純鉄を電気炉銑鉄あるいは純鉄と
いうのに対し，湿式製錬によるものを電解純
鉄あるいは普通に電解鉄という。純度の高い
点からいえば電解鉄にしくはない。」同業の
日本電解製鉄所は敗戦前に休止，秋田製鋼も
敗戦後に休止したので，松本工場の独壇場と
なった。戦前の需要先は海軍工廠が主で，日
本電解製鉄所へも納入していたが，戦後は主
として磁石鋼等の特殊合金用であったが，昭
ママ
和２３年頃からは継電機の鉄心など電気通信用，
さらにアンモニア合成の触媒，貨車の連結器
用粉末冶金の原料，真空管の陽極，亜アルカ
リ電池の極板などへ拡大，商品名を「アトミ
ロン」と名付けた。富士通信機，日本電気，
住友金属，住友化学，日産化学などへ販売し
たという（Ⅳ重金属，７２１～３１頁参照）
広田工場……爆薬に使う過塩素酸アンモンの同
工場は，「１８年に陸軍からの命令によって陸
軍専用工場の新設に着手したが，その工事半
ばで終戦を迎えた」（９７頁）。占領軍の命令で
９月２２日に工場全体の操業を中止したが，１０
月から塩素酸ソーダの生産を再開，２１年３月
には硫酸銅工場が運転を開始した。同年５月
から塩素酸カリ，過塩素酸アンモンをはじめ
各製品の生産を再開したが，８月，……過塩
素酸アンモンの生産を中止した。同工場で需
要増加となったのは塩素酸カリ（月産能力最
高１８０トン）と苛性ソーダ（月産能力最高１００ト
ン）で，「前者はマッチ原料の不足により引っ
張り凧の現象を示し，後者は洗剤払底のため
粗製品まで羽が生えて飛ぶような売行きで，
昭和２１～２３年は苛性ソーダ，塩素酸カリが広
田工場をうるおした。次いで２３年からは青化
ソーダ（月産能力最高３１５トン），塩素酸カリ
（月産能力最高２６０トン）時代に変わり」，塩素
酸ソーダが加わっていく。（Ⅶ無機化学
品，１１０８～９頁）
興津工場……爆撃で軽微な損害を受けた同工場
は，戦後，「主製品の硝酸カリ，黄血カリな
どの需要が激減したため，２３年からアルギン
酸ソーダに進出したが，成績は芳しくなかっ
た」（１０２頁）。
館山工場……２０年１０月，占領軍の命により，ヨ
ードおよび海藻カリの生産を中止，２１年１月
から代用醤油の生産をはじめた。２２年４月に
ヨード，塩化カリの生産を再開したが，「割
安な輸入品に圧迫されて採算不引合となった
ので，２３年８月アミノ酸への進出」を図った。
同工場のアミノ酸は醤油の味付用として好評
で，本格生産へ向かったのである（Ⅶ無機化
学，１２０４頁）。
旭川工場……戦時中にはじめられた第２期工事
（シリコクロム工場）は建設中止を余儀なくさ
れ，石灰窒素への転換を図ることになったが，
富山，塩尻，秩父の３工場と違って既存設備
がないため，新設同様で取り掛かったのであ
る。
豊里鉱業所……北海道に立地する同鉱業所は，
「炭層の自然条件が他の炭鉱に比べて不利で
あったため，開鉱後２～３年を除いてはほと
んど欠損の連続であったが，その額は戦前で
は大きなものではなかった。戦後の赤字は月
８６
を追って増大した。」豊里鉱業所の「ネック
として根本的なものは，労務費の高騰と低質
炭が多いことで，これが原価に影響する」と
され，昭和２１年８月の新旧勘定分離以来，２４
年下期までに資金注入額は３．５億円，赤字累
計２．５億円で，全国炭鉱に比して５割赤字が
多いという。２３年１０月，昭電で独立採算制を
実施した時，同所は「その地理的条件および
他部門との非関連性のうえから，すみやかに
第２会社として分離独立させるための完全独
立採算制が課せられ（た）」のである。しかし
採算はとれず，合理化＝人員整理→スト発生
となり，結局，２５年東海産業に売却されて，
その幕を閉じた。（Ⅸ石炭，機械，１３０２～１１
頁参照）
川崎工場……問題は，大打撃を受けた川崎工場
の対応である。爆撃によって操業中止のまま
敗戦を迎えたが，翌１６日に「本社において幹
部会議を開き，比較的被害の軽い電解系設備
の復旧を優先的に実施する方針を決定し，た
だちに準備に着手した」（１０５頁）という。『川
崎工場史』が誇るように，同工場の対応は確
かに早く２），工場側の復興判断３）が本社で承
認されたと思われる。その結果，早くも１２月
には電解法硫安の生産を再開した。
ところで敗戦前後における昭和電工全体の操
業度はどの程度であったのか。昭和２２年１２月に
監査課が作成した内部資料４）が第１表のような
数字を挙げている。２２年度末の生産能力を１００
としたものであるが，肥料，金属，研削材，工
業薬品のほとんどの分野において，すでに敗戦
前に大きく操業度が下がっていることが知られ
る。例外は航空機需要に依存するアルミニウム
が１７，１８年にフル操業であったことだけである。
そして敗戦の２０年度では軒並み激減し，最高の
石炭・肥料で３０％前後，ほとんどが１０％台，２０％
台の低操業に沈んでいたのである。要するに，
全社を挙げて，敗戦前後は危機的な状態だった
ことを意味する。
１） 塩尻工場では，戦時中軍需により好況であ
った研削材生産が，需要を失って縮小を余儀
なくされ，石灰窒素へ転換することになるが，
緑色炭化珪素だけが早く復活するには理由が
第１表 製品別生産指数表 （操業度：％）
部門 製品 工場 設備能力
（トン）
１６／３
～１７／３
１７／４
～１８／３
１８／４
～１８／３
１９／４
～２０／３
２０／４
～２１／３
肥料 硫安 川崎 ２５０，０００ ７３ ６４ ６８ ４５ ２８
石灰窒素 鹿瀬 ６０，０００ ７４ ６６ ５９ ５４ １５
金属 アルミニウム 大町 １８，０００ ９０ １０９ １２０ ７７ １３
フェロクロ－ム 秩父 ８，０００ ５７ ５５ ６６ ４１ １２
電解鉄 松本 ６００ ８１ ７９ ７５ ９３ ２８
電工銑 小海 ８，６００ ２０ ２７ ９３ ２４
研削材 モランダム 塩尻 ３，４００ ８８ ８０ ８８ ７８ ２４
ホワイトモランダム 〃 ３，５００ ６７ ７０ ８２ ６０ １４
工業薬品 塩素酸加里 広田 ３，６９０ ４３ ２４ ３５ ４９ ０
青化曹達 〃 ２，０００ ８０ ８７ ９７ ６３ １４
苛性曹達 横浜 ３，６００ １０７ ８９ ７１ ６２ ６
石炭 石炭 豊里 ３００，０００ ９８ ８２ ７９ ９４ ３１
〔備考〕 昭和電工監査課「吾社経営分析論 電工白書」（昭２２．１２）による。
操業度は昭和２２年末設備能力を基準。
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あった。もともと緑色炭化珪素は超硬質合金
研磨用として不可欠であるが，原料のピッチ
コークス，工業塩不足で生産できず，輸入を
懇請したが，ＧＨＱから業者へ生産勧誘があ
った。通常の炭化珪素は日本曹達，大正電気
製錬でも生産していたが，緑色炭化珪素の設
備と技術を温存していたのは昭和電工のみで，
当局から原料供給が保証され独占生産となっ
たのである（Ⅴ研削材，８０６～７頁参照）。これ
は昭電の技術の優位を示す例の一つであろう。
２） 敗戦の日に工場長渡瀬完三常務は工場長代
理兼技師長中村健次郎と敗戦後の同工場のあ
り方を協議し，復興の決断をした。すなわち，
「中村氏は技師長の立場として事前に工場被
害状況を詳細に調査し，復興えの自信は胸中
に有していた。……被害は全工場の約７２％に
も達する損傷であるが，硫安工場の心臓部と
も言うべき合成工場は殆ど無傷であり，その
能力は充分役立ち得ることが判明していたの
である。一方渡瀬氏は急迫せる食糧事情の対
策として戦後益々肥料の重要性は高まるであ
ろうとの予想とこれに伴う工場復興の必要性
を痛感し，中村氏の言によりその決意を固め
ることが出来た」（『川崎工場史（稿）』第４編戦
後編８７頁）。翌１６日に全従業員を集めて，復興
の決意を表明し，１７日には係長以上と具体策
を協議，緊急度の高いものから着手したとい
う。
３） 復興の要となる硫安製造法の選択に当たり，
次の論議があった。「今後の製法を電解法によ
るべきで（や？），瓦斯法によるべきや，或は
両者併用とすべきかに就いては論議の中心と
なったのであるが，設備復旧の面のみよりみ
た場合，瓦斯系に比し，電解系は比較的軽度
の被害状況から推し，その復旧に要する資金，
資材も少くてすむ事が推断され，電解系復旧
を優先的に実施して，瓦斯系は一応見送るこ
とに決定された」（『川崎工場史（稿）』第４編戦
後編９２頁）
４） 正確には「吾社経営分析論 電工白書」
と題され，生産，労働，財務に亘って現状分
析をおこない，問題点を指摘し，結論として
各部門での独立採算制を提言している。現業
部門ではなく，監査課という中立的立場から
自己分析しているのが興味深く，「電工白書」
と名付けているのが面白い。
２．昭電の復興計画
１） ＧＨＱ・政府の肥料増産政策
まず，背景となる敗戦時の肥料業界はどうで
あったか。「肥料工業の終戦時の実質的な生産
能力は，戦前の最高時にくらべると，硫安では
１０％，石灰窒素は７１％，過燐酸石灰は２１％とい
う惨たんたるものであった。戦時中の軍需産業
優先政策によって資材，原料，労働力がいちじ
るしく欠乏していた状態の下で，補修も十分で
ないまま操業が強行されたことによる設備の荒
廃と，爆撃による直接的な被害が重なり，また
航空機，艦船，自動車などの代用燃料となるメ
タノールなどの増産のため，一部の設備が転用
されてしまっていたこと，さらには朝鮮，満州
などの在外工場のそう失などが重なって，この
ような状態に陥ったのである」１）
昭和２０年８月の生産実績は，太平洋戦争開始
期の１６年と比較すると，硫安１９％，石灰窒素３３％，
過燐酸石灰９％という状況であった。昭和電工
の２０年中の実績は全国比硫安で１０．４％，石灰窒
素で２１．７％であった２）。石灰窒素では昭電も他
社とともに細々と生産を継続していた。川崎の
硫安工場は８月から生産が完全に停止し，１２月
の４１トンの生産から再開されているが，その間
同業では僅かながら生産継続していたのである。
敗戦後の化学工業への政策的対応はどうであ
ったか。「終戦直後の９月１日，政府と民間業
者が共同で肥料緊急増産対策懇談会を開催し，
同月２８日にＧＨＱに対して，戦災設備の復旧と
軍需工場の肥料工場への転換を要請するととも
に，政府は１１月１３日，食糧増産に関する緊急措
置の一環として，化学肥料の生産を優先的に行
うことを閣議で決定した」３）という。
戦時中の労働力不足や肥料不足が食糧生産を
停滞させ，戦後の食糧不足は社会不安を増大し
８８
昭和２０年１１月１５日現在
〃２０年１２月末 〃
〃２１年１月末 〃
〃２１年３月末 〃
２系統
４ 〃
６ 〃
１０〃
年産能力
〃
〃
〃
２．５万トン
５ 〃
７．５ 〃
１２．５ 〃
た。食糧増産の必要性をＧＨＱも認め，それに
不可欠な化学肥料工場の復興→増産実現を政策
的に意図したのである。翌年１２月にはいわゆる
傾斜生産方式が閣議決定されるが，化学肥料工
業は石炭に次ぐ重要産業と位置づけられ，資材，
資金両面から優遇されたのである４）。戦後の化
学工業は化学肥料にいちじるしく傾斜した形で
出発し，とくに硫安・石灰窒素増産が軸となっ
た。優遇策の結果，他産業より復興が早く，昭
和２３年頃にはほぼ戦前の水準まで回復すること
が出来たのである。とりわけ昭和電工はその優
遇の恩恵をもっとも多く享受したが，ＧＨＱや
政府にどう運動したかは明らかにし得ない。
１）『日本硫安工業史』２０３頁。
２）『Ⅱ部門史』Ⅱ化学肥料，１５９頁参照。なお，
『日本硫安工業史』は「昭和２０年８月には，
昭和１０～１２年平均月産にくらべて硫安はわず
か４％（３９６２トン），石灰窒素１５．７％，過燐酸
石灰１％でしかなかった」（同，２０４頁）とされ
る。
３）『昭和電工五十年史』１０４頁。
４） 優遇の一例を挙げると，昭和２２年末までの
建設資金の使用高は次のようであったという。
三井鉱山炭鉱建設資金 １，８７３百万円
昭和電工肥料６工場建設予算 １，５８４
三菱鉱業炭鉱建設資金 １，２３０
東洋高圧 ２０８
鐘淵紡績復旧資金 １８７
日本発送電発電所総予算 １４０
多額な炭鉱建設資金の半分は炭鉱労働者の住
宅用であり，同業者の東洋高圧が２億円，日
新化学の予算は２．７億円であって，確かに昭電
の多額さが注目される。（鹿瀬「工場史」に含
まれる昭電臨時建設部内部資料，第２輯，２８
～９頁所収）
２） 昭電の復興計画
 第１次復興計画（２０年１０月決定，２１年９月
完成）
川崎工場の復旧は，被害状況に規定されてい
た。すなわち，「合成工場の心臓部が幸運にも
戦災を免れたが，電解工場は各所に直撃弾を蒙
り，ガス系工場は９０％が破壊され，再起不能と
思われた。したがって設備復旧の面からみれば
被害の軽度な電解系を優先的に実施して，さし
あたりガス系を見送ることに決定した。」１）
当時の川崎工場では，合成工場は業界で唯一
「東工試法」を採用していたが，もし潰滅して
いたら「東工試法」で再建するか，他の技術を
導入するかから検討せねばならなかったはずで
あり，その「心臓部」が無傷で残ったことは，
その苦労が省かれまさに「幸運」であった。
また，同工場では水素発生装置にモンサント
式水性炉方式と塔式鉛室電解槽方式が並存して
いた。前者のガス系の被害が決定的に大きく，
再建は大仕事であるが，後者の電解系は電解槽
の修理・増設で対処できるメリットがある２）。
ここで昭電は水素源を全面的に電解系に統一す
る決定をしたわけで，電力依存の体質が決定的
になったことを意味する。当時は電力入手に楽
観的であったが３），このことは後に電力確保で
苦労することにつながる４）。
具体的な復興計画案は，敗戦翌日の本社最高
会議における基本態度決定をもとに，昭和２０年
１０月に成立した。その大筋は，戦前の既設電解
工場能力硫安１５万トンに対して，電解工場１２．５
万トンの設備を次のように大急ぎで完成させる
ものであった。
第１次復興計画は，２０年１２月７日臨時資金調
整法の認可を受け，当初予算４，５００万円であっ
たが，最終的にはインフレ下で３．３億円にまで
膨脹した。この計画は，２１年９月に完成した５）。
なお，電解槽製作は日立製作所だけでなく，外
国メーカーにも依存した６）。
１）『Ⅱ部門史』Ⅱ化学肥料，２５３頁。
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２） 瓦斯法か電解法かの選択には次の得失も考
慮されていた。「（瓦斯法の）復旧再建には，膨
大な水再生設備，其の他の構築物の撤去を伴
い，これには当時相当の困難と時日を要した
ために，到底短時日の修復は見込みが立たな
かったのである。又費用の点より見ても設備
復旧費は６，０４９万円で撤去費１，２００万円を加え
れば７，２４９万円となり，之に対し電解設備新設
の場合には整流設備の転用費を合わせても６１３
万９０００円であった（金額は当時の時価）・資材
に就いても瓦斯系復旧の為には第１次分を併
せて普通鋼材約１万６２００屯を要するのに対し，
同様にして第１次分と新電解設備復旧をあわ
せても，１万５２００屯であり比較的に有利であ
るとされた」（『川崎工場史（稿）』１０７～８頁）。
両案は資金の点で極端に差がありすぎ，疑問
を感ずるが，全体として電解法新設の方が実
現容易であったといえよう。
３）「水電解設備採用に至らしめた要因として
当時の電力事情も付記しなければならない。
即ち，終戦後の混乱期にあっては大量の石炭，
コークスの確保は，鉱山事情並びに輸送事情
等によって実際的には到底不可能であった。
之に対し一方電力事情は，火力発電設備の一
部が戦災により損壊を蒙ったが，水力発電設
備はほとんど戦災を被らず，戦時下に於いて
過負荷運転を強行した為の若干の能率減退が
あったのみであった。このかたわら戦時に於
て極度に拡大した軍需産業の収縮によって工
業の一般水準は，大幅な退歩が明らかとなっ
たので，終戦時に於ける電力の需給は著しい
不均衡を生じつつあったのである。この為政
府に於ても各社の復興計画を統制するに当っ
ては，電解法えの転換復旧を優先的にランキ
ングして奨励するに到ったのである。当社も
いよいよ電解設備建設を不動の方針として強
行する事になったのである」『川崎工場史』１０８
頁。
４） 電力事情について『川崎工場史（稿）』は次
のようにいう。
「なる程電力の需要は軍需産業の停止によっ
て大きく低下したが，各種工場では石炭不足
に対応して電気ボイラーが急速に普及し，又
家庭用電灯が薪炭不足による電熱器の使用に
より激増したことはめざましく，全体の需要
増加に大きな役割を果した。更に又鉱工業及
化学工業の復旧によって電力需要は激増し，
諸産業生産不振の打開策として電力えの依存
度は高まり，渇水期に入れば生産沈滞し豊水
期に入れば復活するという特色を如実にしめ
し，余剰電力などは到底生じない状況下にな
ったのである」（『川崎工場史』１３９頁）と。
川崎工場においても「折柄肥料の重要性は
各界に深く認識され超重点産業として各方面
に於ける優先的取扱を受けたため，……異常
な電力不足による電力制限時代にあっても当
工場は他産業に比し比較的有利な立場にあっ
たとはいえ絶対量の不足は避けられず，受電
量の不足は硫安生産の上からは大きく影響を
受けたのである」（同１４２頁）
５）『Ⅱ部門史』Ⅱ化学肥料，２５３頁参照。
６） 電解槽５２０槽の新規発注は当初日立製作所
を予定したが，日立１社に不安を持ち，三菱
商事が特許を有する英インターナショナル・
エレクトロリテック・プラント社のノールス
電解槽を検討し，２６０槽を発注した。また，電
解槽２，０００槽の修理には日立工事，大型混合ガ
ス圧縮機の整備復旧は石川島重工，硫酸設備
復旧には日本燃化機，三菱化工機，昭和硫酸
に分割，窒素分離機は三菱化工機という具合
であった（Ⅱ化学肥料，１０２～５頁参照）。
 ２次復興計画
第１次復興計画の申請が出され，計画の実施
に取り掛かったばかりの段階で，早くも第２次
計画が当局に提出された。僅か１カ月後のこと
である。第２次では，既存の瓦斯法の再建を諦
め，それに代わるものとして電解法での工場新
設と，第１次完成後に生ずる工程間の不均衡是
正，硫安工場・倉庫等の設備合理化を内容とし
た。実は２０年１０月，森社長がＧＨＱから国内肥
料問題に関し意見を求められ，それに応えるべ
く同月１７日に重役会を開き，第２次計画案が浮
上したものである。同案は翌年３月８日付で許
可となる。当初案では１７．５万トンの増設により
年産３０万トン規模を目標としたが，ＧＨＱが電
解工場の稼働率を６３．３％ではなく８７％まで可能
と判断したため，１２．５万トンの増設に修正させ
９０
られたのである。結局，第１次と合わせ２５万ト
ン目標となり，それにからんで計画内容が修正
される経緯があった。新設の電解工場は従来の
扇町地区に近い大川町地区に設けられ，電解設
備７系列２，３３４槽，１６．８億円をかけ，２３年９月
に完成する１）。
実は，前述のごとく大町工場でも一時硫安製
造が計画されたことがあった。その背景は，
「（イ）川崎工場の電解法による復旧拡充計画は，
その完成時に約２０万ＫＷの電力の使用が予定せ
られ，かかる大電力の１工場集中が京浜地区の
実情に照し将来性なきこと，（ロ）したがって発
電地点に近いという立地条件にあり，約１３万Ｋ
Ｗの受電変流設備をもつ大町工場を川崎工場に
結合して硫安生産計画を樹立する必要があるこ
と，などが考慮された」という。大町工場の計
画は，昭和２１年２月硫安月産１８００トンで長野軍
政部より許可され，たびたびの改訂で年産１０万
トンまでになったが，最終案は７．５万トン（予算
１億３６７６万円）であった。しかし「硫安の生産
に不可欠な硫酸の調達，合成筒の入手等の問題
が当時としては意外に困難であったため，結論
的には計画放棄のやむなき事情となり，結局従
来の電極を主体としようということに落ちつい
た」のである２）。大町での硫安計画が，川崎の
第２次計画とどう接合されるのか説明がなく，
理解しがたい。２１年春には本社も大町での硫安
計画には否定的となったというから，ごく短期
間の出来事だったということになる３）。
１）『川崎工場史（稿）』２５３～４頁，『部門 史
Ⅱ』Ⅱ化学肥料，２６２頁。
２）『部門史Ⅱ』Ⅱ化学肥料，２８８頁。
３） 同上，Ⅵ電極，９５０頁参照。
 ４工場の石灰窒素への転換計画
ところで昭和電工は，昭和２１年１０月公布の企
業再建整備法に基づく同社の再建整備計画を作
成することになるが，その間の推移については
第１論文で考察済みである。ここでは再建整備
計画に盛り込まれた諸工場の編成替えをみるこ
とにする。昭和２３年４月８日付で持株会社整理
委員会宛の「再編成ノ基準（基準第３）ノ各項目
ニ該当スル事実ヲ記載シタ説明書」（以下，「再
編成ノ説明書」と略す）１）には，次のような転
換計画の説明がある（第２表参照）。
「肥料部門ニ於テハ日本経済再建ノ為殊ニ刻
下食糧問題解決ノ緊要性ニ鑑ミ，多年ノ経験
ヲ有スル窒素肥料ノ増産ニ挺身シ，既設川崎，
鹿瀬両工場ノ復旧，修復ニ着手シタ他，鹿瀬
工場ニ於テ２０年ニ達スル経験ヲ積ンダ優秀ナ
ル石灰窒素技術ヲ基礎トシ石灰窒素ニ於ケル
第２表 肥料部門の転換計画 （単位：千円）
工場名 製品名 計画能力（トン） 従来ノ事業 備 考 許可予算
川崎 硫安 ２５０，０００ 硫安 戦災電解法ノ復旧及瓦斯法ノ電解法転換 １，８４０，６５５
鹿瀬 石灰窒素 ６０，０００ 石灰窒素 補修 ７４，６００
富山 石灰窒素 ３２，０００ アルミナ・アルミニウム 全設備転換 ３３８，０００
塩尻 石灰窒素 ２７，０００ 研削材・鉄合金 研削材工場一部及鉄合金工場転換 １８５，２５０
研削材
秩父 石灰窒素 １５，０００ フェロクロム フェロクロム工場一部転換 １１７，７００
フェロクローム
旭川 石灰窒素 １３，０００ フェロクロム工場建設中 全設備転換 ８２，４３５
計 ２，６３８，６４１
〔備考〕「再編成ノ説明書」より作成。
企業再建整備期における昭和電工の事業展開
９１
カーバイド電炉ト共通ノ設備ト技術ヲ有スル
富山，塩尻，秩父及ビ旭川ノ各電炉工場ノ石
灰窒素ヘノ転換ヲ計画シタ」
そして「此等ノ計画ハ昭和２１年５月１７日聯合
軍覚書ニヨリ窒素肥料製造復旧転換３４工場中ニ
指定セラルルコトニナッタ」とあるので，早く
から同業他社の計画と共に昭電の転換計画も推
進されていたわけである。その内容は第２表の
ごとくで，２１年９月７日第１次約８億円の資金
許可を得ており，さらに２２年１２月２日付で２６億
円強に拡大されていた。その中には川崎工場の
１８億円余が含まれており，それは前述の第１次，
第２次復興計画分である。したがって鹿瀬，富
山，塩尻，秩父，旭川５工場の石灰窒素への転
換計画が川崎の復興の傍ら進展していたことを
意味する。
既存工場の石灰窒素への転換は果たして容易
であったのか。鹿瀬工場はもともと石灰窒素を
専門としていたから，老朽化した諸設備の改修
が必要であったものの，その蓄積された石灰窒
素の技術を転換工場に指導する立場であった。
各工場の転換模様は次のようである。
富山工場の場合，２１年５月，アルミナ用電炉
を転用して，カーバイド生産を開始し，１０月石
灰窒素を手掛けるが，「工場の既設設備は石灰
窒素の製造設備と共通するもの多く，したがっ
て各種機械器具類の大部分はそのまま利用がで
きた。石灰窒素は鹿瀬工場の経験と技術が操業
に手助けとなり少しも懸念がなかった」２）とさ
れる。
塩尻工場の場合，石灰窒素への転換理由とし
て，次の点が挙げられている。
「（イ）工場創業以来昭和１３年に至るまでカーバ
イドを生産した経験もあり，電炉技術に対す
る自信をもっていたこと
（ロ）既設設備を相当利用できたこと，つまり主
要設備たる電炉がカーバイドに転換しやすか
ったこと
（ハ）石灰原石の山……が近くにあったこと」３）
秩父工場の場合，軍需であった低炭素フェロ
クロムの生産中止で，設備が遊休化したから，
電炉をカーバイド用に転用し，当初，生産した
カーバイドを鹿瀬に送っていたが，さらに窒化
炉を建設しカーバイドから石灰窒素へ進めた。
全国の転換工場のうち石灰窒素の生産は最も早
かったが，品位が悪く，その改善と２５，０００トン
の計画達成のために，ブロック式カーバイド電
炉をゼダーベルグ式に改造する必要があったの
である４）。もっとも２１年１月「石灰窒素製造工
場転換に関する件」が本社稟議で決定したとき
は，年産１５，０００トンであったが，２１年１１月に
２５，０００トンへ改訂された経緯がある５）。
旭川工場の場合は，やや事情を異にする。す
なわち，「終戦直前フェロクロム工場として新
設され旭川工場は稼働するまでに至らずして終
戦を迎え，カーバイドおよび石灰窒素への転換
を計画した。その理由は北海道の肥料需要が石
灰窒素３２万９０００トンと見込まれ，また終戦直後
は旭川地方の電力事情がよいうえに，道庁およ
び地元も唯一の石灰窒素工場として誘致したか
らである」。しかし敗戦時に完成していたのは
電炉１基のみで，転換といっても９５％までは新
設に等しく，転換当初から不利を背負っていた
のである６）。
概していえば，鹿瀬はもともと石灰窒素を生
産し，その技術を蓄積していたから特に問題は
なく，転換の４工場が問題であったが，所有電
炉の転用で対処でき，それぞれ問題点を解決し
つつ転換を実現できている。むしろ転換は容易
であったと評し得よう。
なお，昭和２３年１月，昭電は本社に臨時建設
部を設置し，復旧転換計画の全面的掌握を図っ
た。日野原体制になってからの中央集権化の一
つである７）。
９２
１） 正式には「法律第２０７号第３条ノ規定ニヨ
リ指定シタ昭和電工株式会社ノ件」で内容は
「１．再編成計画書」「２．再編成ノ基準（基
準第３）ノ各項目ニ該当スル事実ヲ記載シタ説
明書」から成り，後者は企業の歴史から始ま
り事業内容のかなり詳細な説明があり有益で
ある。社長日野原節三名義で提出され，「番号
２０７号，年月日昭和２３年４月８日」とある。
２）『部門史Ⅱ』Ⅱ化学肥料，２６７頁。
３） 同上，２７１頁。
４） 同上，２７８～８０頁。
５）『昭和電工秩父工場六十年史』昭和６２年，７５
頁参照。
６）『部門史Ⅱ』Ⅱ化学肥料，２８１頁。
７） それまで本社了解の下，工場ごとに進めて
きた建設計画・実施を本社で一元的に統轄・
運営するわけである。すなわち，「ａ．建設事
務は可及的広範囲に当部で行い，全体につき
責任を負い得る体制にする，ｂ．各工場の建
設関係者は当部の命令の系統に直結する，ｃ．
当社として最善の技術的検討を常時加え得る
ようにする，ｄ．工事の添削，前後の順は会
社全体の立場から決定する，ｅ．工場分をも
含む既往関係事務を当初に遡って整理し，完
成後の所要に備える」（鹿瀬「工場史」（第２輯）
３１～２頁）と。
３） 肥料における昭電の地位
それでは昭電の硫安増設・石灰窒素転換計画
は，窒素肥料業界の中でいかなる位置を占めた
のであろうか。
まず硫安では，ＧＨＱの覚書１）によって認定
された硫安能力，設備内容は第３表のごとくで
ある。東洋高圧３工場合計が業界最大で３１万ト
ン，次いで昭和電工２５万トン，宇部興産２０万ト
ン，１０万トン台が日新化学（のち住友化学），日
産化学，日東化学２工場の３社で，１９社２２工場
が列記されている。昭電川崎は単一工場として
は最大であり，企業としても第２位の最大級の
設備である（全社１６６万トンのうち昭電シエア
１４％）。しかも電解法のみであり，同法による
日本窒素，旭化成の中でも最大規模を持ち，瓦
斯法のみの東洋高圧，宇部興産，日本水素，三
菱化成など，電解法と瓦斯法の併用である日新
化学，日産化学，日東化学，東亞合成などとは
異なって，電解法最大手という独特の行き方で
ある。同覚書には注釈があり「窒素肥料工場ノ
復興ハ比較的短期間デソノ改善ガ可能デアリ且
ツ技術的ニ経済的ニ健全ナ工場ノミニ限定サレ
ネバナラヌ コノ能率ハ生産能力ノ増加ガ敏速
ニ且ツ不足施設並ニ原料ノ最少支出ヲ以テ完成
サレル事態ヲ確保スルタメニ必要デアル」とコ
メントされている。また，「本覚書付属書類ニ
示サレタル能力ハ当該工場ノ能力ノ限界トシテ
規定サルルベキ事，政府及ビ関係産業ノ努力ハ
コノ限界ニ出来ル丈早ク到達スルヤウ指向サレ
ル事，但シ規定限界以上ノ拡張ハ計画又ハ実行
サレテハナラヌ」，「明記サレタルモノ以外ノ如
何ナル主要施設モ入手又ハ設置サレテハナラ
ヌ」とあり，復興上達成すべき目標であり，上
限であり，勝手に許可以外の設備を作ることを
禁止するというものであった。当然，承認計画
通りに工事されたのか，硫安がどれだけ増産さ
れたのかが問題であろうが，生産実績は第３表
の右側のようである。２３年の生産が限界能力を
超える工場は皆無であり，２４年では東洋高圧彦
島，日東化学２工場，日本窒素，三菱化成が超
え，２５年ではさらに日新化学，日本水素，別府
化学，日本肥料（東海硫安）が超えることになる。
昭電は２５年でも大幅に下回っており，東洋高圧
大牟田や宇部興産，日産化学でも達していない。
その中でも昭電の未達が目立つ。
次に石灰窒素であるが，同様にＧＨＱの覚書
では第４表のような能力限度が示されている。
昭電の５工場合計１７．８万トンは業界最大規模で，
電気化学がこれに次ぎ，信越化学，日本カーバ
イドが５万トン以上，その他５社は小設備であ
る。昭電はどの設備でも多く所有し，能力は全
９社５４万トンの３３％を占める最大手である。た
９３
第３表 硫安各社の能力と設備の限度
会社名 工場名 電解槽
ウインクラー
ガス発生炉
水性ガス
発生炉
コ－クス炉 分離機
アンモニア
合成炉
硫酸基数
能力
（トン）
年間硫安生産量（トン）
昭和２２年 ２３ ２４ ２５
東洋高圧 大牟田 ８ ３ ５ ２ ２００，０００ ６８，８４９ ９７，１９７ １１９，５２２ １７１，６１２
〃 砂川 ２ ２ １０ １ １００，０００ ３７，１１６ ３７，７７６ ４７，４９０ ７５，８８１
〃 彦島 ３ １ １０，０００ ９，７８８ ９，９２９ １１，８７７ １２，４３５
昭和電工 川崎 ４，７９２ ８ １３ ９ ２５０，０００ ７０，５８３ ９３，４９２ １０９，１２１ １６２，５２３
宇部興産 宇部 １０ ６８ ８ ５ ４ ２００，０００ ８６，１３５ １１５，１６０ １３７，１４４ １７０，８２０
日新化学 新居浜 ５４０ １３ ６０ １ ４ ５ １８０，０００ １１９，８５７ １２６，５１１ １４９，１４０ １８８，４２２
日産化学 富山 ２，３００ １ ７ ６ ６ １３５，０００ ７７，８０３ ７３，２５９ ９６，９７３ １０６，４１４
日東化学 八戸 ５００ ３ ３ １ ５０，０００ ２３，１０２ ４０，２９３ ５０，２２４ ６３，９７２
〃
横浜 ３ ３ ２ ５０，０００ ３１，２５１ ４９，８３２ ５６，４８６ ６２，７３６
旭化成 延岡 １，０９６ ４ ８ ５ ９０，０００ １３，７６８ １０，６５５ １３，７１９ １２，８８１
東亞合成 名古屋 １，０８０ １ ４ ５ ３ ８０，０００ ３１，８４９ ５４，３５６ ６２，５８８ ６８，６５５
日本水素 小名浜 ４ １ ２ ７０，０００ ８，１８３ ２６，６８１ ５４，５３４ ７１，５５６
日本窒素 水俣 １，６３２ ７ ５ ５ ６５，０００ ４８，８２６ ５２，３４１ ６５，１９７ ７４，６５５
三菱化成 黒崎 １ １ ４ ２ ６０，０００ ４３，９７８ ５１，０９８ ７１，７５６ ８０，７８５
東北肥料 秋田 ３００ ４ ２ ２ １ ５０，０００ ８，０５３ １３，９７５ ３５，７８６ ４６，２４６
別府化学 別府 ５ ３ １ ５０，０００ １４，３１９ ２６，０９１ ４２，１４１ ５８，７４１
東洋合成 新潟 ３ １ ２０，０００ ３，９５０ ６，１４２ ３，１６４
日本肥料 四日市 ６８５ ２ ２ ２０，０００ １４，８８９ １５，１５６ ２０，３８１ ２４，６４０
滝川化学 滝川 ４０
山陽化学 宇部 ７２ ２
三井化学 三池 １５２
三池合成 三池 ４４
計 １２，９７８ ５ ５６ ４３６ ５１ ８１ ４９ １，６８０，０００ ７１２，２９９ ８９９，９４４１，１４６，８４３１，４５２，９７４
〔備考〕 １．左側の「能力と設備の限度」はＧＨＱ覚書「首題－合成窒素肥料ノ生産」による。電解槽の合計は１２，９２８となるが原表のまま。
２．右側の「年間硫安生産量」は『川崎工場史（稿）続』１３頁より計算の上作成。原表で「東洋高圧 彦根」とあるのは「東洋高圧 彦島」の誤りとみて修正）。また原表には
東海硫安があるが、左側の日本肥料のことであろう。年間硫安生産量の２４年の計は１，１４７，２４３となるが原表のまま。
９４
だ単独工場では昭電鹿瀬６．６万トンが電気化学
青海９．７万トン，信越化学直江津６．８万トンに次
ぐ規模で，昭電が５工場合計で最大手であるこ
とに注意を要する。
１） 覚書は「首題 化学肥料生産計画」「首
題 合成窒素肥料ノ生産」であるが，作成
年月日は不詳。
Ⅱ．昭和電工の各工場
以上，昭和電工の諸事業部門について戦後の
再編状況をみてきたが，これまでの諸論文でも，
諸工場の立地条件，諸工場間の関連性，諸工場
の資産，損益など性格にかかわる考察を欠いて
きた。本節では諸工場の性格をいくつかの観点
から捉えてみたい。同社は企業再建整備の過程
で当局に種々の説明書を提出しているが，その
中に諸工場の性格が説明されている。つまり同
社自身の認識が披露されているわけで，それ自
体有益な説明であるが，反面，当局の独占禁止
政策による企業分割を恐れて現状維持的な説明
ないし主張が盛り込まれている。換言すればい
かに諸工場が分割不能ないし分割不要であるか
を論証する意図を含んでいる。したがって以下
の考察は，同社の自己主張部分を修正ないし割
引しておこなわれねばなるまい。
１．諸工場の立地
昭和電工は東日本に多数工場を展開しており，
一見して立地に疑問を感ずるものもある。もち
ろん歴史的な経緯があるわけだが，各工場の立
地上の意義はどう説明されているか。工場ごと
にその説明をみよう。
１） 川崎工場（川崎市扇島町）「主製品＝硫安
第４表 石灰窒素各社の能力と設備の限度
会社名 工場名 石灰炉
カーバイド
炉
窒化炉 窒素分離機 粉砕機
チューブ
ミル
能力（トン）
昭和電工 鹿瀬 １８ ７ １３６ ２ ７ ８ ６６，０００
〃 秩父 ６ ４ ３２ ３ ９ ８ ２４，０００
〃 塩尻 ６ ４ ５２ ３ ７ ７ ２７，０００
〃 富山 ８ ７ ６２ ３ １０ ９ ５１，０００
〃 旭川 ４ ２ １２ ２ ３ ３ １６，０００
小計 ４２ ２４ ２９４ １３ ３６ ３５ １８４，０００
電気化学 大牟田 ４ ４ ６２ ３ ６ ５ ５６，０００
〃 青海 ２０ ９ ９８ ４ １０ ７ ９７，０００
小計 ２４ １３ １５８ ７ １６ １２ １５３，０００
信越化学 直江津 ６ ６ ４０ ７ １０ １０ ６８，０００
〃 武生 ２ ３ １６ ３ ６ ６ １５，０００
小計 ８ ９ ５６ １０ １６ １６ ８３，０００
日本カーバイド 魚津 １９ ５ ３８ ２ １４ ４ ５６，０００
中越電気 滑川 ５ ５ １４ ２ ７ ４ １９，０００
揖斐川電気 大垣 ３ １０ ２ ４ ４ １４，０００
東北興業 福島 ４ ４ ３６ ２ ４ ４ １０，０００
東北電気 若川 ２ １ １０ １ ２ ２ ９，０００
鉄興社 坂田大浜 ８ ２ １５ ２ ２ ２ ８，０００
合 計 １１２ ６６ ６３３ ４１ １０１ ８３ ５３６，０００
〔備考〕出所は第３表と同様。
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（水電解法）」
（イ） 当工場ハ京浜工場地帯ニアリ，水陸運ニ
恵マレ主要原料タル硫化鉱石，石炭，硫酸
等ノ入手及ビ製品硫安ノ搬出ニ大ナル利便
ガアル
（ロ） 全国ノ硫安消費量ノ６０％ヲ超過スル東部
日本ノ主要供給工場デアルト共ニ主要消費
地関東平野ヲ控ヘ消費地トノ距離ニ於テ極
メテ有利ナ条件ニアル。又京浜工業地帯ハ
各種重工業発達シ設備，機械ノ補修維持ニ
有利デアル。
（ハ） 硫安製造ノ生命タル電力ニ関シ当工場ハ
送電幹線網ノ中心ニ位シ且主要火力発電所
ニ近隣シ超高圧送電幹線ヨリ直接受電シ得
ルタメ，最モ高能率ニ大電力ヲ入手シ得ル
立地ニアル
２） 鹿瀬工場（新潟県東蒲原郡両鹿瀬村）「主
製品＝石灰窒素」
（イ） 当工場ハ新潟県ノ東部ニ位置シ電源ニ恵
マレ且主要原料タル石灰原石源ヲ間近ニ持
ツ利点ヲ有ス，即チ電力面ニテハ阿賀野川
流域ノ日本発送電株式会社ノ発電所３ケ所
（総出力１５万ＫＷ）ニ近接シ特ニ鹿瀬発電所
ト当工場トハ母線ヲ以テ直結サレテイル。
因ニ石灰原石山（推定埋蔵量３００万屯）ハ工
場ヨリ４粁ノ近距離ニアリ原石ハ索道ニテ
直接搬入サレル利便ヲ有スル。
（ロ） 当工場ハ立地上労力源ニ恵マレテイル。
即チ豊水期ニ於ケル臨時労力（月平均１５００
名）ハ農村協力隊ニ依存シ得ルタメ在籍労
務者ハ渇水期ノ必要限度ニ止メ（約２５００名）
経済操業ヲナシ得ル利点ガアル
（ハ） 阿賀野川流域ニ位置シ量質共ニ充分ナ工
場用水ガ取得出来ル。
（ニ） 日本有数ノ穀倉ヲ控ヘ居ルタメ当工場製
品石灰窒素ノ市場性ハ大デアル
（ホ） 同県内ニ新潟港ヲ有スルタメ原材料（特
ニ炭素材）ノ入手ニ利便大デアル
３） 富山工場（富山市西宮）「主製品＝石灰窒
素」
（イ） 当工場ハ富山港ニ近接シテ海陸送ニ恵マ
レ原材料（特ニ炭素材）及製品ノ搬入搬出ニ
利点ヲ有シテ居ル。特ニ北陸沿岸一帯ニ製
品ノ艀荷役ヲ利用シ得ルコトハ特記スベキ
利点デアル。
（ロ） 電力源トシテ黒部川系統発電所ニ連繋シ
テ恵マレタ立地ニアル。
（ハ） 立地上労力源ニ恵マレテ居リ常時平均在
籍者（約１３００名）全部県内ニテ求メ得ラレ且
豊水期ニ於ケル特定期間ノ増員ハ農村協力
隊ニ依存シ得ル
（ニ） 主原料タル石灰原石源トシテ隣接地ニ小
滝鉱山（埋蔵量約８００万屯）ヲ有シテ居ル
（ホ） 北陸一帯ノ米産地ノ中央ニ位置シ且交通
至便ナルタメ製品タル石灰窒素ノ市場性ハ
極メテ高イ。
４） 塩尻工場（長野県東筑摩郡塩尻町）「主製
品＝石灰窒素・研削材」
（イ） 当工場ハ信州中部ニ位置シ木曽川及天竜
川水系発電所（総出力約４０万ＫＷ）ノ豊富ナ
ル電源地帯ニ立地シテ居ル
（ロ） 石灰窒素ノ主原料タル石灰原石山（埋蔵
量２５０万屯）ヲ工場ヨリ５粁付近ノ地ニ有ス
（ハ） 当地区ニハ特有ノ産業ナキタメ労力ニ恵
マレ豊水期ニハ浮遊労力ヲ利用出来ル大ナ
ル利点ヲ有ス
５） 秩父工場（埼玉県秩父郡影森村）「主製品
＝石灰窒素」
（イ） 当工場ハ荒川上流ニ位置シ電源ニ恵マレ
テ居ル。特ニ自家発電所（出力６４００ＫＷ）ヲ
有シ必要電力ヲ確保シテイル。
（ロ） 石灰窒素ノ主原料タル石灰原石ノ供給源
トシテ工場ノ裏山ニ武甲山（埋蔵量約３０００
万屯）ヲ有シテ居ル
９６
（ハ） 南関東唯一ノ石灰窒素生産工場トシテ同
地区市場ニ果ス役割ハ極メテ大キイ。
６） 旭川工場（旭川市新旭川町）「主製品＝石
灰窒素」
（イ） 当工場ハ北海道ノ中央部ニ位置シ石狩川
系統電源（出力約４０万ＫＷ）ニ結バレテ居ル
（ロ） 主原料タル石灰原石及炭素材ノ入手ハ立
地上極メテ安易デアル
（ハ） 北海道唯一ノ石灰窒素工場トシテ道内一
円ノ需要ニ応ジ居ルタメ市場性ハ極メテ高
イ
（ニ） 立地点ガ北海道内交通ノ要衝ニアルタメ
原材料及製品ノ搬入搬出ニ利便ヲ有シテ居
ル。
７） 横浜工場（横浜市神奈川区恵比須町）「主
製品＝アルミナ・天然黒鉛電極・苛性曹達及
其副製品」
（イ） 当工場ハ横浜港ニ臨ミ荷揚設備ガ完備シ
テ居ルタメ主要原材料タル，ボーキサイト
鉱，石炭（アルミナ原料），工業塩（苛性曹
達原料），黒鉛ピッチ（電極原料）等ノ入手
及ビ製品ノ搬出ガ極メテ容易デアル。
（ロ） 近傍ニ関連重工業会社ガアルタメ工場機
械設備ノ補修ニ便利ガ大デアル
（ハ） 立地上副産品ノ市場性ガ極メテ大デアル，
例ヘバ塩素系製品中約６割ヲ占ムル液体塩
素ハ水道殺菌剤トシテ京浜地帯ニ絶対的需
要ヲ有シテ居ル
８） 広田工場（福島県河沼郡日橋村）「主製品
＝塩素酸加里，苛性曹達，青化曹達」
（イ） 当工場ハ福島県猪苗代湖系統ノ発電源ニ
位置シ且自家発電所（出力６８００ＫＷ）ヲ有シ
テ電気化学工業トシテ絶対有利ノ立地ニア
ル
（ロ） 同県下ニ常磐炭田ヲ有シ石炭ヲ大量ニ必
要トスル溶液処理工業トシテ恵マレテ居ル，
原料ニ必要トスル木炭モ近辺ニ多量ノ産出
ガアル
（ハ） 立地上本地域ハ浮遊労力ニ恵マレ労働力
ノ獲得ハ容易デアル
（ニ） 東北地区ニハ同業会社ガナイタメ製品ノ
市場性ガ高イ
（ホ） 作業上塩素系統ノ瓦斯発生ガアルカラ除
害装置ヲ完全ニシタ上ニ於テモ工場ガ山間
ニ位置スルコトハ一ツノ有利ナ条件デアル
９） 興津工場（千葉県興津町）「主製品＝沃度，
沃度加里」
１０） 館山工場（館山市館山）「主製品＝塩化加
里，粗製沃度，ケルプミール」
両工場共房総半島ノ海辺ニ位置シ原料ト
シテ多量ニ使用スル海藻ノ獲得ニ絶対的優
位ナ立場ニアル。因ニ全国ノ海藻年産額約
１５万屯（北海道地区ヲ含ム）ノ中約１割ガ本
房総半島ニ於テ産出セラル
１１） 大町工場（長野県北安曇郡大町）「主製品
＝人造黒鉛電極，天然黒鉛電極」
（イ） 当工場ハ信州中部山岳地帯ニ位シ発電網
ノ中心点ニアリ，電力ニ恵マレテイル上工
場トシテモ自家発電所２箇所（出力計２８４００
ＫＷ）ヲ有シテ居ル，人造黒鉛電極ノ製造
ニハ屯当リ２万５千ＫＷＨ乃至３万ＫＷＨ
ヲ要スルカラ電力源ヲ獲得シテアルコトハ
非常ナ利点デアル
（ロ） 立地上付近ノ農山村ノ余剰労力ヲ利用シ
得ル利点ガアル
（ハ） 製品電極ノ需要地タル京浜中京方面ノ中
間ニ位置シ且近ク開通スル大糸線ニヨッテ
北陸市場ニモ直結シ得ルカラ販売上有利ナ
地点ニ立地シテ居ル
１２） 喜多方工場（福島県喜多方町）「主製品＝
アルミニウム」
（イ） 当工場ハ猪苗代湖，阿賀野川両発電系ニ
跨ル福島県会津盆地ノ中央ニ位置シ電源ニ
恵マレテ居ル，因ニ当工場製品アルミニウ
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ムハ屯当リ約３万ＫＷＨノ電力ヲ必要トス
ル故前記ノ条件ガ充足サレテ居ルノハ大キ
ナ立地条件デアル
（ロ） 立地上農閑期ノ浮遊労力ノ使用ガ可能ナ
ルタメ豊水期ニ臨時雇傭ヲ行ヒ常時在籍人
員ハ最低限ニ保ツコトガ出来ル
１３） 小海工場（長野県佐久郡小海村）「主製品
＝電気銑鉄」
（イ） 工場ノ近傍ニ約２万ＫＷノ電源ヲ有シ電
気銑鉄製造ニ大キナ利点トナッテイル，因
ニ電気銑鉄ハ屯当リ約３５００ＫＷＨ程度ヲ必
要トスル
（ロ） 銑鉄原料ノ鉄鉱石モ近辺ヨリ入手出来ル
利点ヲ有ス
１４） 松本工場（長野県東筑摩郡島内村）「主製
品＝電解鉄」
当工場ハ信州中央部ニ位スルタメ発電地
帯ヲ近ク控ヘ電源ニ恵マレテイル，因ニ当
工場製品電解電力ハ屯当リ１万ＫＷＨヲ必
要トスル
１５） 川口鋳造所（川口市青木町）「主製品＝鋳
物」
当工場ハ鋳物工業ノ中心ニアリ副材料及
ビ技術的条件ニ恵マレテ居ル
１６） 豊里鉱業所（北海道空知郡赤平町）「石炭」
当鉱山ノ出炭ハ良質ノ強粘結性炭ニテ北
海道唯一ノ製鉄用原料炭タル利点ガアル
（以上）ニ述ベタ様ニ当社ノ各工場ハ夫々有利
ナ立地的条件ヲ備ヘテ居ルガ，之等ノ内北海
道地区ノ豊里鉱業所及旭川工場ハ距離的ニ云
ツテ相当遠隔ノ地ニ所在シ，従ツテ集的経営
能率ヲ発揮スル上ニ若干ノ不便ヲ伴フ現状デ
アル，然シ乍ラソノ他ノ工場ハ大体東京ヲ中
心トシテ近接シ居リ，経済的条件ニ於テモ差
違ヲ認メ難イ，従ツテ中央事務所ノ機能発揮
ニヨリ各自ノ相関性ヲ有効ニ利用スルコトニ
ヨリ生産能率ノ向上ヲ期シ得テ居ル。
尚北海道地区ニアッテモ旭川工場ハ技術的
面ニ於テ，又原料，電力，資材等ノ獲得，購
入ノ面ニ於テ，当社各石灰窒素工場トノ関聯
ヲ失ヘバ操業ニ少カラザル不利ヲ来スコトガ
予想サレルノミナラズ，当工場ハ目下転換工
事ヲ推進中デアリ，工事完成ヲ期セントセバ
……技術的観点ヨリスルモ，建設資材確保ノ
観点ヨリスルモ，資金手当ノ観点ヨリスルモ
将又工事完成ヘノ従業員ノ意欲昂揚ノ観点ヨ
リスルモ，分離スルトイフコトハ少クトモコ
ノ工事完了ノ日迄ハ絶対ニ不可デアルコトヲ
強調セネバナラナイ」
出所「法第２０７号第３条ノ規定ニヨリ指定
シタ昭和電工株式会社ノ件」二，再編成
ノ基準（基準第三）ノ各項目ニ該当スル事
実ヲ記載シタ説明書」昭和２３年４月８日
（社長日野原節三名義）
これら立地説明は，再建計画を認めさせるた
めに，換言すれば企業分割を避け現状を維持す
るために，各工場の有利な点だけを強調してい
る嫌いがある。もちろん不利な点もあるはずで
あろうが，その説明は省かれている。それでも
同社自身によって東日本に分布する諸工場の存
立条件が立地上から説明されていることは，同
社の認識を公式に示したものとして意義がある。
後述の生産面における諸工場の関連性を加味し
て判定されるべきであろう。
上記の立地説明では，いくつかの要因が共通
している。
第１は交通の便がよいことで，原料・中間製
品の搬入，製品の搬出にかかわり，川崎，鹿瀬，
富山，旭川，横浜が挙げられている。しかし川
崎・横浜は臨海工場なので当然であり，富山港
に近い富山まではよいとして，内陸部の鹿瀬，
旭川は疑問である。
第２は電源立地であるが，川崎，鹿瀬，富山，
塩尻，秩父，旭川，広田，大町，喜多方，小海，
９８
松本などほとんどが挙げられているが，自家発
の大町，広田，一部自家発の秩父まではよいと
して，買電では電源地帯に近くても買電コスト
が問題であろう。のちに電力コストを問題とす
るが，必要量が確保できない場合や，買電コス
トが高い場合がみられ，この利便性は必ずしも
成り立たない。嘗ての電源立地のための地方工
場設置という昭電の特徴は，自家発電所の譲渡
により，買電依存を強め，戦後は薄められた点
を想起しなければなるまい。
第３は需要先に近いことで，川崎，鹿瀬，富
山，秩父，旭川，横浜，広田が挙げられている。
都会の大消費地でなくとも，製品に独自性があ
り遠隔地でも売れるとか，工場周辺の需要先で
間に合えば，それはそれでよいが，製品の種類，
交通の便とからんで簡単には首肯しがたい。
第４に，労働力確保の便であるが，鹿瀬，富
山，塩尻，広田，大町，喜多方が挙げられてい
る。すべて地方工場で，季節労働力の容易さを
強調しているが，都会地にはないこの利点は首
肯できよう。
気になるのは，広田が山間部に所在している
ため公害除去を軽く考えていることで，今とは
異なる発想である。以上の利便性を主張してい
ない工場は，裏返していえばその点は不利だと
いうことであり，利点，欠点の双方を公平に見
る必要があろう。
２．昭電傘下工場の生産面での関連性
前記説明書は，「水平的結合」「垂直的結合」
の用語を使って傘下工場の生産面での関連性を
説明しているが，前述のようにＧＨＱの独占禁
止政策を意識したもので，企業分割回避を念頭
に置いてのことと思われる。
まず，「水平的結合」として窒素肥料部門と
その他に分けての説明である。前者については
第５表を掲げ，石灰窒素の５工場（鹿瀬，富山，
塩尻，秩父，旭川）が該当すること，川崎工場
の硫安を合計しても全国比１６％（工事完成後で
１８％）にすぎないこと，石灰窒素５工場の分離
は不効率を招き反対であることを強調している。
同表で石灰窒素だけの全国シエアを計算してみ
ると，５工場は４５％を占め，工事完成後では４９％
となる予想であり，硫安では１２％弱，工事完成
後１５％強となる。とすれば昭電は石灰窒素にお
いて強力な地位にあったわけで，分割の可能性
が存在していたといえよう。
他方，「その他」で対象となるのは苛性曹達
のみであった。第６表にみるごとく，横浜・広
田両工場を合計しても全国比では６％未満であ
り，用途は自家用の中間原料で，分割の問題外
と説明している。ただ，横浜工場については
「苛性曹達ハ同工場ニ於ケルアルミナノ原料ト
シテ悉ク消費サレテ尚不足スル建前ニアル。現
在ニ於テハアルミニウムノ低率稼働ノ為横浜ノ
苛性曹達ハ一部広田工場ニ送ラレテ居ルガ将来
ハ其ノ本来ノ目的ニ使用サルベキモノデアル」
とコメントされていた。
第５表 窒素肥料の能力 （単位：トン）
工場名 昭２２／１２ 完成後
硫
安
川崎 １２０，０００ ２５０，０００
全国 １，０２５，０００ １，６３０，０００
シエア（％） １１．７ １５．３
石
灰
窒
素
鹿瀬 ５０，０００ ６０，０００
富山 １６，０００ ３２，０００
塩尻 １８，９００ ２７，０００
秩父 １２，１８０ １５，０００
旭川 １０，８００ １３，０００
計 １０７，８８０ １４７，０００
全国 ３５０，０８０ ４３０，０００
シエア（％） ３０．８ ３４．２
〔備考〕 前掲「再編成ノ説明書」より計算の上作成。
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問題は「垂直的結合」である。これによって
工場間の生産物の流れ，すなわち工場間の関連
性が浮かび上がってくるからである。第７表は
製品ごとの出し手側の供給率と受け手側の依存
率を表示した垂直的結合状況である。
各工場間の具体的事情は次のようである。
「（イ）『横浜工場・喜多方工場』
横浜工場ニテ生産サレタル『アルミナ』
ハ全部喜多方工場ニ送ラレテ『アルミニウ
ム』製造ノ一貫作業ヲナシテ居ル。同工場
ノ能力ハ現在ハ勿論，将来モ双方ノ均衡ヲ
保タシメテ経済操業ヲ計ツテ居ル。アルミ
ニウムノ品質ト原価ハ『アルミナ』ノ品質
ト原価ニ絶対的ノ相関性ヲ有スル故，アル
ミニウム工業ハスベテ『アルミナ』『アル
ミニウム』ノ一貫作業ヲ原則トシテ居ル。
当部門ノ結合ガ破ラレ，分離ヲミルナラバ，
必然的ニ操業ハ不安定トナリ『アルミニウ
ム』ノ原価高ト品質ノ不定ヲ招来スルコト
トナル。
（ロ）『川崎工場・広田工場』
広田工場青化曹達原料ノ液安ハ川崎工場ヨ
リ供給ヲ受ケテ居ル。青化曹達製造ニハ屯
当大略半屯ノ液安ヲ必要トシ年間３００屯乃
至４００屯ノ液安ガ必需量デアル。カクシテ
川崎工場ノ液安ハ同一企業内ノ融通ナル故
現在ハ兎モ角自由経済時代ニ於テハ広田工
場ノ要求ニ即応シ得，且低原価ヲ以テ供給
サルルタメ青化曹達ノ生産拡充及低原価ノ
生産ヲ可能ナラシムルモノデアル。
（ハ）『横浜工場・広田工場』
広田工場金属曹達（青化曹達ノ主原料品）ノ
原料タル苛性曹達ハ横浜工場ヨリ供給ヲ受
ケテ居ル。金属曹達製造ニハ約２屯半ノ苛
性曹達ガ必要トサレル，年間千屯以上ノ広
田工場所要量ノ内４割程度ガ横浜工場ニ依
存シテ居ル（残部ハ自給）。
カカル苛性曹達ノ低原価且臨機需給関係ヨ
リ金属曹達惹イテハ青化曹達ノ生産拡充及
低原価生産ヲ期シテ居ル。尚之ノ聯関ハ現
在当面ノモノデアッテ，横浜工場ノ苛性曹
達ハ『アルミニウム』生産復活ノ場合ハ全
テ同工場ノ『アルミナ』ノ原料トシテ使用
サレル建前デアル。
（ニ）『川崎工場・横浜工場』
第６表 苛性曹達の能力（月産） （単位：トン）
工場名 昭２２／１２ 摘要
横浜 ３６０ アルミナの自給材料
広田 ８５ 金属曹達の自給材料
計 ４４５
全国 ７，９００
シエア（％） ５．６
〔備考〕 第５表と同様。
第７表 垂直的結合状況 （単位：％）
完成製品名 供給製品名
供給側 需要側
工場名 供給率 工場名 依存率
アルミニウム アルミナ 横浜 １００ 喜多方 １００
青化曹達 液安 川崎 ２０ 広田 １００
〃 苛性曹達 横浜 ４０ 〃 ５０
塩化安母 液安 川崎 ２０ 横浜 １００
焼成天然黒鉛電極 生天然黒鉛電極 横浜 １００ 大町 １００
鋳物 電気銑鉄 小海 ２０ 川口 １００
石灰窒素 焼成天然黒鉛電極 大町 ２０ 塩尻 １００
〔備考〕 第５表と同様。
１００
横浜工場塩化安母原料ノ液安ハ川崎工場ヨ
リ供給ヲ受ケテ居ル。塩化安母製造ニハ屯
当３５０瓩ノ液安ヲ必要トシ年間ノ所要量ハ
現設備ニテ１２０屯，設備拡充後ハ３００屯乃至
４００屯デアル。両工場ハ近接シ居ル為輸送
ノ利便ニ加ヘ低原価ニテ需給サレル故塩化
安母ノ生産拡充及低原価生産ヲ可能ナラシ
メテ居ル。
（ホ）『横浜工場・大町工場』
横浜工場ノ生産ノ成型天然黒鉛電極ヲ大町
工場ニ全部送リ大町工場ニテ焼上ゲ焼成天
然黒鉛電極トシテ居ル。即チ“プレス”工
程ハ横浜工場ニテ行ヒ焼成工程ハ電力豊富
且低廉ナル大町工場ニテナシ，一貫作業ノ
下低原価生産ヲ行ツテ居ル。
（へ）『小海工場・川口鋳造所』
小海工場生産ノ電気銑鉄ヲ川口鋳造所ニ送
リ鋳物ヲ生産シテ居ル。原鉱ニ恵マレ且電
力豊富ナル小海工場ノ低原価ノ銑鉄ヲ原料
トシ低原価ノ鋳物生産ヲナシテ居ル。
（ト）『大町工場・塩尻工場』
大町工場生産ノ焼成天然黒鉛電極ヲ塩尻工
場カーバイド炉ニ送ツテ居ル。即チ塩尻工
場ハ電極ヲ隣接ノ大町工場ニ仰ギカーバイ
ド及石灰窒素ノ生産ヲ行ツテ居ルノデア
ル。」
なお，同資料の「関連性ノナイ事業活動」の
項では小海・川口鋳造所・松本の３工場は「電
解及電炉ニヨル化学工業ヲ主体トスル当社トシ
テハ比較的関連性ハ薄イト云ハザルヲ得ナイ」
と述べ，豊里鉱業所についても「設立ガ当社ノ
自給用炭ノ獲得ニアッタノデアルガ，現在ニ於
テハ何等自家用トシテ使用シ得ザル状態デ之モ
関連性ハ薄イモノト云ハザルヲ得ナイ」として
いる。この時点でこれら諸工場については存続
を強く主張せず，切り捨てを意識していたとい
えよう。
また，工業薬品部門の広田・興津・館山３工
場についても，「広田工場ハ主原料ヲ塩化加里
及食塩等ノ輸入原料ニ制約セラレテ生産量ノ増
加ヲ当面期シ得ズ，又興津，館山両工場ハ由来
海藻ヲ原料トセル事業ヲ行ツテ居リタルモ原料
ノ不足ト昂騰ニヨッテ独立経営困難トナリツツ
アリ」と苦境にあることを認めつつ，「アルギ
ン酸曹達ノ如キ新規製品ヲ研究中ナルモ之ガ完
成ニハ中央事務所ノ機能ノ下ニ他ノ事業場ノ技
術ノ協力ヲ不可欠トセル状態デアル」として３
工場の分離に反対している。
反面，軽金属関連の諸工場については，横浜
・喜多方の２工場が，アルミニウム生産におい
て「現状ニ於テハ其ノ稼働率約２５％ニ止リ到底
単独ニ経理ノ健全ヲ期シ得ナイ状態」と述べつ
つ，将来「アルミニウム事業拡充必至ノ観点ヨ
リモ現状ヲ維持スルコトハ止ムヲ得ナイ」と主
張している。
電極の大町工場については，横浜工場から成
型天然黒鉛電極の供給を受けているほか，「石
灰窒素製造工場ハスベテカーバイド電炉用電極
材料設備ヲ有シ，又喜多方工場モ……同様ニ
『ゼーデルベルグ式』電極材料ヲ略々同一過程
ニヨッテ生産シテ居ル」から「之等電極生産事
業ニ於テ使用サレルピッチ，タール，コークス
及ピグラファイト等ハ中央事務所ノ機能ノ下ニ
共同大量購入シテ之ヲ適時適所ニ原料トセシメ
ル事ニヨッテカーバイド炉，電極焼成炉或ハ電
炉等ノ操業度ヲ高メルト共ニ原価ノ引下ゲニ重
要ナル役割ヲ果シテ居ル」と強調して存続の主
張となしている。
肝腎の肥料部門については，「石灰窒素ハ主
トシテ基肥而モ畑作用トシテ使用セラレ，硫安
ハ基肥ノ外追肥トシテ其ノ無害即効性ヲ重ンゼ
ラレ畑作用ヨリ水田用トシテ不可欠ノモノト認
メラレテイル」と説明し，「両者ガ窒素質化学
肥料トシテ需要期ニ於テ相互ノ関連性ヲ有シテ
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居ル」とするが，弱い主張であろう。
以上のごとき生産面の関連のもと，同社の主
要製品について全国生産能力でのシエアをまと
めたのが第８表である（昭和２３年３月現在と推
定）。広田の塩素酸加里，興津の硝酸加里は４
割を超え，５工場の石灰窒素，広田の青化曹達
が３割で，シエアの高い方に属する。しかし，
石灰窒素以外は生産額自体が小規模である。む
しろ石灰窒素をはじめ大町の人造黒鉛電極，塩
尻のモランダム，川崎の硫安などが１割台のシ
エアであるが，生産額が大きく重要な製品であ
る。松本の電解鉄１割強は多少特色があるにせ
よ，あまりに小規模である。これらのシエアに
ついて，同社は市場支配力はないと自己評価し
ているのである。
３．諸工場の資産・人員規模
１） 資産規模
同社が昭和２０（１９４５）年９月にＧＨＱへ提出し
た「報告書」１）によれば，事業所別の資産規模
は第９表のようであった。敗戦時の姿といって
よいであろう。同社復興後の姿と比較したいが，
目下のところこれと同様な資料が見当たらない。
事業所別の所有地では，炭鉱を擁する豊里鉱
業所が５２万坪で別格であるが，いわゆる工場用
地としては大町の３６万坪の広さが抜群で，喜多
方１８万坪がそれに次ぐ。１０万坪前後が川崎，広
田，鹿瀬であり，数万坪が富山，塩尻，秩父，
横浜で，館山，松本，川口は数千坪にすぎない。
地方ではかなり広い土地を確保しているが，都
市工場地帯でも川崎や横浜が相対的に広い土地
を確保していることが注目される。建坪では大
町・川崎が４万坪前後で大きく，鹿瀬・富山・
喜多方・豊里が２万坪台でならぶ。広田・塩尻
・横浜・秩父は土地が広い割には建物が少ない。
土地・建物でみる限り，大町・川崎は大工場で
あり，それに次ぐのが富山・喜多方・横浜・豊
第８表 昭電の品目別シエア （単位：トン）
品 目
年産能力
生産工場名
昭電（ａ） 全国（ｂ） ａ／ｂ（％）
窒素肥料 ２０６，３０１ １，３０５，０６４ １５．８
硫安 １２０，０００ １，０２０，０００ １１．８ 川崎
石灰窒素 １０７，８８０ ３５０，０００ ３０．８ 鹿瀬、富山、塩尻、秩父、旭川
アルミニウム ４，１００ ６４，０００ ６．４ 喜多方
人造黒鉛電極 ３，５００ ２４，０００ １４．６ 大町
天然黒鉛電極 １，４００ ３８，０００ ３．７ 大町
塩素酸加里 １，４４０ ３，１２０ ４６．２ 広田
苛性曹達 ５，３００ ９５，０００ ５．６ 横浜、広田
青化曹達 ２，０００ ６，６００ ３０．３ 広田
硝酸加里 １，８００ ４，０００ ４５．０ 興津
電気銑鉄 １０，０００ ２７５，０００ ３．６ 小海
電解鉄 ３４０ ３，１００ １１．０ 松本
モランダム １，５００ 


１６，０００ １６．９
塩尻
炭化珪素 １，２００ 塩尻
石炭 １２０，０００ ２２，３００，０００ ０．５ 豊里
〔備考〕 前掲「再編成ノ説明書」より計算の上作成。
１０２
里クラスといえよう。建設中の旭川を除き，興
津・館山・小海・松本・川口は以上とは格差が
大きい。まさに小規模工場である。
工場別に資産額が判明するのは昭和２４年６月
末からであるが，第９表の中央のように内訳と
して建物・機械・収容品を知ることができる。
３項目の合計でみると，川崎が１４億円で隔絶し
た多額で，２～５億円が富山，塩尻，鹿瀬，横
浜，秩父の順に並ぶ。収容品は工場の原材料，
仕掛品，半製品と推測されるが２），２億円台が
喜多方，鹿瀬，横浜で，川崎，富山，塩尻は２
億円未満である。問題は機械や建物であるが，
川崎が断然多額であり（約１２億円），富山・塩尻
・秩父が２億円前後でそれに次ぐ。奇妙に思え
るのは金属部門の横浜，大町，喜多方が揃って
少額であり，鹿瀬，広田，豊里も僅かである。
工場規模としてはかなりのはずであるが，簿価
が低いのは戦時中アルミ生産で潤った金属部門
や，爆薬原料を供給した鹿瀬，広田などが大幅
な償却をしたためであろうか。それにしても興
津，館山，小海，松本，川口は資産額でも５千
万円以下で，全体からみれば極めて小さな存在
である。
同資料には工場別の火災保険付保額と保険料
が記載されているが，それも傍証となろう（第
９表右側参照）。すなわち，厳密にいえば建物，
機械，収容品では付保の仕方，保険料率が異な
ろうが，大雑把にみて鹿瀬，横浜，大町，広田，
第９表 工場別固定資産
部門 工場名
面 積（坪） 資 産 額（百万円） 付保額
（百万円）
保険料
（千円）土地 建物 建物 機械 収容品 計
肥
料
川崎 １０１，１２０ ３８，８１７ ３９７ ８２２ １８５ １，４０５ ６１３ ８，２９６
鹿瀬 ９９，９２８ ２３，４０１ ３５ ２３ ２２５ ２８３ １７１ ２，２１２
富山 ６６，７６２ ２０，４６８ １０１ １６６ １８３ ４５０ １０８ ２，３０５
塩尻 ８２，６１８ １５，０７０ ８９ ９８ １８０ ３６６ １４５ ２，３７３
秩父 ５０，３１１ ６，７８８ ５３ ８４ ８３ ２２０ ８４ １，０４３
旭川 ６０，０００ 建設中 ２９ ５１ ６６ １４６ ７９ １，８５０
小滝 ７ ３ ３ １２ ３ ６７
小計 ４６０，７３９ １０４，５４４ ７１１ １，２４７ ９２５ ２，８８２ １，２０３ １８，１４６
金
属
横浜 ８０，６３９ １８，５３６ １５ ２８ ２０３ ２４５ １３６ １，９３０
大町 ３６３，１４５ ４２，３５６ ３ ３１ ８７ １４０ ６３ ９９１
喜多方 １８３，１３９ ２１，３７８ ２２ ３１ ２８９ ３２３ １４４ ２，６３２
小計 ６２６，９２３ ８２，２７０ ４０ ９０ ５７８ ７０８ ３４３ ５，５５３
薬
品
広田 １０４，２９８ １３，０３６ ３ ５ ６２ ７０ ５８ １，１７４
興津 １６，３０３ ３，６１５ ０ ２ ４３ ４４ ９ １９７
館山 ４，８３９ １，０４７ １ ２ ７ １０ ７ １００
湯の上 ０ １ ０ ２ １ １０
小計 １２５，４４０ １７，６９８ ４ １０ １１２ １２６ ７５ １，４８１
鉄
鋼
小海 １１，３７８ １，７３８ １ １ ２０ ２２ ５ ６３
松本 ５，０２２ １，０９７ １ ３ ２４ ２８ ７ １２２
川口鋳造所 １，３７０ ７５２ ０ ０ ４ ５ ２ ２７
小計 １７，７７０ ３，５８７ ２ ４ ４８ ５５ １４ ２１２
石炭 豊里鉱業所 ５１６，２１４ ２０，０９０ ２５ １６ １８ ５９ ２２８ ４，５２２
本社 ５ ５ １７ ４３３
合計 １，７４７，０８６ ２２８，１８９ ７８３ １，３７２ １，６８２ ３，８３７ １，８８０ ３０，３４８
〔備考〕 １．土地・建物はＧＨＱへの「報告書」（昭和２０年９月）より計算のうえ作成。
２．資産額，付保額，保険料は「経営概況書」（昭和２４年６月度）により計算，２４年６月末現在。
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豊里では，建物が簿価を上回る付保額であり，
横浜，広田，豊里の機械でも同様である。石炭
の豊里の場合は別事情かも知れないが，横浜，
大町，鹿瀬，広田では簿価が時価を大きく下回
っており，付保に当たっては評価を高くしてい
るように思われる。因みに，全体では簿価に対
し付保額は約５割の水準である。川崎はさすが
に付保額でも６億円で隔絶し，１億円台に鹿瀬，
塩尻，喜多方，横浜，富山の順に並ぶ。付保先
では安田火災が７５％のシエアであった３）。
１） 正式には「１９４５年９月１９日附聯合国最高司
令部ＪＰＯ第５００号ニ依ル報告書」昭和２０年９
月である。
２） 昭和２４年１０月末の会社全体の貸借対照表で
は，建物７３７，機械装置１，５５４で第９表の建物，
機械とほぼ一致し，原材料８９１，半製品４４４，
仕掛品１８６の合計１，５２１が第９表の収容物に近
く，他に該当しうるものがないので，この推
測が成り立つ（単位百万円）。
３） 付保先は安田を筆頭に，日動火災１９％，千
代田火災３％，大正海上，同和火災，東京海
上，日本火災，大阪住友，日産火災が１％未
満で続く。昭電の主力は安田銀行であるから，
火災保険でも同系が圧倒的シエアを占めてい
たのである。
２） 人員規模
昭電には多くの事業所があるが，大小さまざ
まである。従業員在籍者数全体は戦時末期の昭
和１９（１９４４）年末１４，９０２人をピークに，敗戦後の
２０年末にはいったん８，７６４人に縮小したが，２１
年から急増し，２３年末は同社にとって最多の
１６，６４５人を数えた。人員整理前の増産体制下で
の最多である。人員整理と豊里鉱業所の売却，
小工場が整理された２５年末には１０，８９７人に縮小
し（男１０，０７４人，女８２３人），以後１万人程度が
維持された。
事業所別にその推移をみたのが第１０表である。
全工場を通じ川崎が最多であり，鹿瀬がそれに
次ぐ。１，０００人以上の規模は富山・塩尻・大町
であり，横浜・秩父・喜多方・広田・旭川が数
百人規模であった。各工場とも２２，２３年まで増
加し，以後縮小に転ずる点では共通している。
第１０表 工場別人員推移
部門
工場名 昭２０ ２１ ２２ ２３ ２４ ２５
本 社 ２４９ ２３１ ３９７ ４８６ ４４１ ４４７
肥料 川崎 ７１０ ２，１８３ ２，６１７ ２，８３７ ２，５５０ ２，３６６
鹿瀬 １，３３１ ２，５７０ ２，５６４ ２，２４３ １，７２９ １，８９０
富山 ３００ ８４１ １，３９２ １，３９６ １，１１８ １，０７２
塩尻 ７２２ １，０９３ １，４６４ １，３９８ １，１３２ １，１１８
秩父 ２８７ ５４３ ７５９ ８２６ ６８３ ６８０
旭川 ８１ ３７８ ５４６ ６２４ ３６１ ３４９
金属 横浜 ５６３ ９５６ ９７２ ９３０ ６４５ ７０１
大町 ９４５ １，２９１ １，４６３ １，４２５ １，０６８ １，０５３
喜多方 ７９２ ５３８ ５２２ ５９８ ６５０ ５０７
薬品 広田 ８０６ ７２０ ７６０ ７０８ ４１０ ４１７
興津 ８１ ９２ ９６ １０４ ２９ ３
館山 ５６ ５３ ５６ ７０ ４９ ５
鉄鋼 小海 １６５ ２０９ ２１４ ２１３ １６８ １６１
松本 ６３ ８８ ９１ ８４ ７４ ７２
川口鋳造所 ５３ ３４ ２８ ２７ ４
石炭 豊里鉱業所 １，５２９ ２，１６５ ２，４５１ ２，３１２ １，９５７ １０
小滝発電所 １１ ２２ ２１ ４
赤松 〃 ２１ ２４
計 ８，７３３ １３，９９６ １６，４１４ １６，３０２ １３，０９３ １０，８７５
〔備考〕 １．「昭和電工創業３５年史統計資料（創業－昭和３８年）」１０．従業員数推移表より計算の上作成。
２．各年末の在籍者数。
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石炭の豊里が大工場並みの人員を擁し，労務費
負担が容易でないことを示している。興津，館
山，松本，川口は人員の面でも小規模なことが
分かる。そして興津，館山，川口は，２５年では
零か残務整理の人員がいるのみであった。
次に，昭和２４年５月末の工場内の人員配置を
みよう（第１１表参照）。その前に昭電全体をみる
と，肥料生産に大きく傾斜し，アルミが本格的
には復活していない段階であるから，在籍者
１３，８４３人の６６％が肥料部門に配置されている。
金属部門が２１％であるが，大町は電極生産に特
化し，横浜がアルミナほか，喜多方がアルミニ
ウムである。薬品・鉄鋼合わせて８．３％で少な
く，本社・大阪出張所で３．８％であるから，本
社機構が大きいとはいえまい。各工場内の人員
配置を同表右側でみると，製造・工場管理・補
助経営に分けられている。その概念の説明がな
いが，おそらく補助経営に庶務・経理・厚生な
どが含まれているのであろう。内容が今ひとつ
不明のままであるが，製造部門が６，６１２人で５０％
を占め，工場管理部門が３，１６１人で２４％となっ
ている。製造部門が多いのは製造業として当然
であるが，工場管理部門や補助経営部門にも多
くの人がいる印象である。個別には川崎，鹿瀬，
喜多方の補助経営部門が平均より多く，小工場
が少ない。大工場である川崎の製造が４２％，工
場管理が３１％は独特であること，製造品目の多
い広田が製造５７％であり，塩尻，秩父も５５～６％
第１１表 工場別人員配置
部門 工場別 昭２４／５末
構成比
（％）
部 門 別 人 員
製 造 工場管理 補助経営 計
肥料 川崎 ２，８５４ ２０．６ １，１５６ ８５０ ７６８ ２，７７４
鹿瀬 ２，１３６ １５．４ １，１０１ ３９７ ６３４ ２，１３２
富山 １，３６０ ９．８ ６９６ ３５５ ２８３ １，３３４
塩尻 １，３８２ １０．０ ７８２ ２７１ ３２５ １，３７８
秩父 ８０５ ５．８ ４４５ １５２ ２０７ ８０４
旭川 ５７４ ４．１ ２６１ １５８ １２２ ５４１
小滝 １９ ０．１ ９ １０ １９
計 ９，１３０ ６６．０ ４，４５０ ２，１９３ ２，３３９ ８，９８２
金属 横浜 ９４１ ６．８ ４９６ ２３１ ２１５ ９４２
喜多方 ６８８ ５．０ ３４５ １５１ １８６ ６８２
大町 １，４０８ １０．２ ７４６ ３０５ ３６１ １，４１２
計 ３，０３７ ２１．９ １，５８７ ６８７ ７６２ ３，０３６
薬品 広田 ６８４ ４．９ ３７５ １１５ １６８ ６５８
興津 ９８ ０．７ ５２ ２９ １８ ９９
館山 ５１ ０．４ ２８ １７ ６ ５１
計 ８３３ ６．０ ４５５ １６１ １９２ ８０８
鉄鋼 小海 ２０７ １．５ ７４ ８５ ４６ ２０５
松本 ８２ ０．６ ３０ ２７ ２７ ８４
川口鋳造所 ２５ ０．２ １６ ８ ２４
計 ３１４ ２．３ １２０ １２０ ７３ ３１３
石炭 豊里鉱業所 不 詳
統括 本社 ５１２
大阪 １７
合計 １３，８４３ １００．０ ６，６１２ ３，１６１ ３，３６６ １３，１３９
構成比（％） ５０．３ ２４．１ ２５．６ １００．０
〔備考〕 １．昭２４／５末および部門別人員は同社「経営概況書 No.１」より計算の上作成。
２．同一資料であるが、部門別人員と昭２４／５末人員とは一致していない。理由不明ながら、原表のまま掲載。
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と高いこと，反面，小海，松本の製造が３６％前
後で，非製造に多くの人員がいること，興津，
館山の補助経営が極端に少ないこと，などが指
摘できる。おそらく生産品目，工場規模によっ
て人員の配置が異なるのであろうが，残念なが
ら第１１表の数字だけでは特色を検出し得ない。
４．電力事情
昭和電工が戦前から電気化学工業の性格を有
し，戦後の復興でもその特色を継続したことは
すでにみたとおりである。とすれば原料面にお
ける電力の役割は極めて重要な意味をもつはず
であろう。そこで原料としての電力の確保がど
うであったかに，特に触れておこう。
戦前に同社が所有していた自家発電所の多く
は，電力国家管理政策のもと日本発送電に譲渡
されたから，戦後残されたのは東長原（広田）工
場向けの湯野上，大町工場向けの常盤，広津，
秩父工場向けの秩父の４発電所であり，昭和２５
年から塩尻工場向けの赤松発電所が加わった。
昭電全体は膨大な電力需要を抱えていたから，
大部分を買電に依存するが，低コストの自家發
電の利用も無視できない。
第１２表は昭和２０～２５年の工場別電力消費量を
整理したものである。興津，館山両工場，川口
鋳造所，豊里鉱業所がなぜか脱落した資料であ
るが，大勢は十分に分かろう。昭和２０年分は，
敗戦以降は生産減で電力消費は落ちているから，
主として前半の分を示しているはずで，翌２１年
分では買電が落ち込み，２２年以降生産増に伴い
消費量は年々増加していく。自家發分は優先的
に利用され，電力消費の下積み分を形成した。
昭２１～２５で計算してみると，消費量における買
電と自家発の割合は８１対１９であるが，コストを
考慮すれば自家発の貢献は相当に大きいと思わ
第１２表 工場別電力消費量 （単位：千ＫＷＨ）
部門 工場名 昭２０ ２１ ２２ ２３ ２４ ２５ 計
肥料 川崎 買電 ２０５，４５７ ２９１，８６２ ３５１，９７２ ４７１，７９０ ４８０，０１１ ６８２，３３９ ２，４８３，４３１
鹿瀬 買電 １００，９５９ １４６，６７５ １３４，１７５ １５９，３１１ ２０１，８４５ １８７，７２３ ９３０，６８８
富山 買電 １６４，５４４ ７８，２１４ ６３，４３１ ８７，４２３ １２７，８５９ １２５，４７６ ６４６，９４７
塩尻 買電 ５５，２００ ２７，５４６ ４５，２４３ ７９，８７７ １１７，５３７ １１４，０４５ ４３９，４４８
自家 ３，４５７ ３，４５７
秩父 買電 ２１，３７４ １，７９０ ７，６５２ ８，６６６ ２３，０４４ ２１，９８４ ８４，５１０
自家 １８，１４８ １９，６５１ ２５，３８７ ２７，５８９ ３６，５１５ ４２，５９２ １６９，８８２
旭川 買電 １５，５１０ ２１，８９８ ２３，１０７ ２４，５６３ ８５，０７８
金属 横浜 買電 １５，６１２ ３２，５９３ ２６，７０４ ２０，５２９ １８，３０６ １７，８５３ １３１，５９７
大町 買電 １０４，２０２ １，４１２ ８，３８３ ５，２７３ １，３４６ ５，８４３ １２６，４５９
自家 ６９，９５５ ８０，９９４ １０２，４３６ １２１，０３５ １３７，８１５ １３１，２５０ ６４３，４８５
喜多方 買電 ５９，２３１ ５１，４９３ ５２，５７４ ６０，８９４ １１７，９３５ １０１，０６０ ４４３，１８７
薬品 東長原 買電 １７，３０４ １，０６６ １，４４１ １９，８１１
自家 ３８，７２３ ２３，３１４ ２２，９８１ ３５，９３１ ４６，７７９ ４１，６６５ ２０９，３９３
鉄鋼 小海 買電 １２，４３０ １０，９７８ ７，９３４ １０，４８４ １０，５６８ １２，９６０ ６５，３５４
松本 買電 ４，００７ ２，５２２ ２，９１１ ２，２６８ ３，４８０ ２，９６３ １８，１５１
計 買電 ７６０，３２０ ６４６，１５１ ７１６，４８９ ９２８，４１３ １，１２５，０３８ １，２９８，２５０ ５，４７４，６６１
自家 １２６，８２６ １２３，９５９ １５０，８０４ １８４，５５５ ２２１，１０９ ２１８，９６４ １，０２６，２１７
〔備考〕 １．『昭和電工創業３５年史』付表Ⅱ統計資料の２１．電力実績表（５４５～９頁）より計算の上作成。
２．興津・館山、川口、豊里の記載はない。
１０６
れる。但し自家発の能力には限界があり，この
あと増加する需要は買電増加に依存せざるを得
ない。
工場別には，大町，東長原（広田）両工場がほ
とんどを自家発に依存しており，秩父が６割程
度，塩尻が２５年から赤松発電所が動き始めた段
階である。川崎の買電量は大きく，全社の半分
前後を占め，年々消費量は増加している。他工
場も傾向として増大しているが，横浜，小海，
松本が停滞気味である。
最大の需要者＝川崎工場は，硫安専門工場で
あり，硫安の出荷に規定されて生産量の変動＝
電力消費の変動を生ずる。第１３表は同工場のみ
の電力消費の実績であるが，爆撃による生産ス
トップの昭和２０年，復興初期の２１年を除き，２２
年以降をみても月間消費量は月によって大きく
変動している。毎年４～６月は高水準の消費量
であるが，２２～２４年では消費が大きく落ち込む
月が少なくない。単なる季節変動とばかりはい
えず，電力飢饉のために希望量が叶えられなか
ったわけである。買電コスト上昇もさることな
がら，電力確保が果たせぬとなれば，死活問題
となろう。川崎だけでなく他の買電依存工場で
も同質の問題を抱えていたはずである（川崎の
ような月次ベースの資料がなく，解明はできな
い）。
結局は電力の受電量と電力コスト如何が，工
場損益に大きく影響しよう。その点を解明する
ために，探索して得られた資料が第１４表である。
すなわち，昭２４／５～２５／４の１年間にわたる
工場別・月別電力使用量・使用額・単価である。
同表によって次の点が指摘できる。
第１に，使用量は月によって大きく変動して
いる。昭２４／８の７，７４２万ＫＷＨから２４／５の
１億６７９２万ＫＷＨまで２倍以上の格差があ
り，２５／１，２５／２は前者に近く，２４／６，２５
／４は後者に近い。すなわち，４～６月に消費
量は高まり，それ以外は低調という季節変動で
ある。それは主として肥料部門の電力消費の推
移に規定されている。
第２に，電力使用料（使用額）は必ずしも使用
量に比例していない。それは電力コストが関係
第１３表 川崎工場の電力消費量 （単位：千ＫＷＨ）
月 昭２０ ２１ ２２ ２３ ２４ ２５
１ ４６，７７２ ６，７００ ３５，３３２ １３，８０８ ３７，５３０ ３７，１３０
２ ３７，５１５ ９，９８９ ２３，３８２ １３，８７６ ２３，９８２ ３９，３４３
３ ４０，９８８ １０，９７５ ２７，０９５ ２６，４８２ ４２，０９３ ４８，３５６
４ １７，８００ １５，０５６ ３５，５８１ ５８，０３７ ５５，５３８ ７７，９４６
５ ２１，１７９ １９，５９７ ４４，９８６ ６７，８１１ ７１，１２８ ８６，４８３
６ ２７，９８１ ２４，２２７ ４３，４２７ ４６，８２４ ４９，９４４ ７４，４７１
７ １１，３７７ ２８，３０８ ４０，６５０ ５４，３３７ １０，２８４ ５９，３８５
８ ３４，７５７ ２３，１８９ ３９，６４６ ２４，１０４ ６０，２１８
９ １４ ３３，３４１ ２４，４２１ ４１，１５９ ３４，３２５ ４７，４８１
１０ ５２ ３９，３５６ ２３，８９０ ３３，１２１ ４５，７０４ ５４，３８７
１１ １２９ ３５，４７７ １２，７６８ ３９，４８７ ４３，４１０ ５１，１８０
１２ １，６５０ ３４，０４４ １６，８８５ ３７，２０３ ４１，９７１ ４５，９７８
計 ２０５，４５７ ２９１，８２６ ３５１，６０６ ４７１，７９０ ４８０，０１１ ６８２，３５８
〔備考〕『川崎工場史（稿）』より作成。
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第１４表 工場別・月別電力消費状況 （単位：使用量は千ＫＷＨ，使用額は千円，単価は銭）
工場名
２４／５ ２４／６ ２４／７ ２４／８ ２４／９ ２４／１０
使用量 使用額 単価 使用量 使用額 単価 使用量 使用額 単価 使用量 使用額 単価 使用量 使用額 単価 使用量 使用額 単価
川崎 ７１，１２８ ３９，６０９ ５６ ４９，９４４ ２５，６９０ ５１ １０，２８５ ９，４８９ ９２ ２４，１０４ １６，７５３ ７０ ３４，３２５ ２０，０９１ ５９ ４５，７０４ ３６，３５８ ８０
鹿瀬 ２３，５８８ １４，９７３ ６６ ２３，０９３ １２，００５ ５２ ２５，７０８ １６，３７６ ６４ ９，３８８ ６，８００ ７２ １４，８６８ ８，８２４ ５８ ２１，００３ １７，４０３ ８３
富山 １３，４８６ ７，８２６ ５８ １５，２０５ ７，２８９ ４８ １３，０３９ ６，４５０ ５０ ５，０９０ ３，４２０ ６７ １２，９０１ ６，６５８ ５２ １３，７４７ ８，６０６ ６３
塩尻 １３，９３８ ７，７４１ ５６ １３，７９５ ７，９２８ ５７ １２，６６３ ６，７１７ ５３ １０，４７２ ６，０６７ ５８ １０，５５１ ６，４８０ ６１ １１，４３２ ８，２５６ ７２
秩父 ６，６０５ ３，９６０ ６０ ６，３３１ ２，９４５ ４７ ５，４７８ ２，１５４ ３８ ５，３１２ ２，７７９ ５２ ４，９４３ １，７１２ ３５ ７，５８２ ３，１０５ ４１
（関配） ４，０３４ ３，４４３ ８５ ２，６５５ ２，５３６ ９６ １，７６３ １，７０５ ９７ ２，０７６ ２，３５６ １１３ １，０５７ １，２０２ １１４ ３，２５２ ２，６７５ ８２
（自） ２，５７１ ５１７ ２０ ３，６７７ ４０９ １１ ３，７１５ ４４９ １１ ３，４３６ ４２３ １２ ３，８８６ ５１０ １３ ４，３２９ ４３０ １０
旭川 ２，６９４ ２，７６９ １０２ ２，０７４ ２，２８０ １１０ １，０４９ １，４７１ １４０ ５９５ １，１１４ １８７ ２，３２６ ２，４７８ １０７ ２，２３８ ２，４０９ １０７
小計 １３１，４３９ ７６，８７８ ５８ １１０，４４２ ５８，１３７ ５３ ６８，２２２ ４２，６５７ ６３ ５４，９６１ ３６，９３３ ６７ ７９，９１４ ４６，２４３ ５８ １０１，７０６ ７６，１３７ ７５
横浜 １，９１８ １，７７２ ９２ １，７０２ １，６６３ ９８ １，９２３ １，７０２ ８９ １，４９９ １，４１４ ９４ １，１４３ １，２２８ １０７ １，２１１ １，３１７ １０９
喜多方 １２，６５７ ８，２８３ ６５ １２，１６７ ８，０９１ ６７ １２，７３９ ８，３５４ ６６ １２，５３８ ８，３１２ ６６ １１，５５０ ７，７０８ ６７ ８，４４３ ７，０４７ ８３
大町（自） １６，５２２ １，３８０ ８ １３，７２９ １，１２７ ６ １７，６８８ ９７７ ５ ４，７２７ ９８７ ２１ １２，４７７ ８１２ ７ １４，３８２ ９５１ ７
小計 ３１，０９７ １１，４３５ ３７ ２７，５９８ １０，８８１ ３９ ３２，３５０ １１，０３３ ３４ １８，７６４ １０，７１３ ５７ ２５，２７０ ９，７４８ ３９ ２４，０３６ ９，３１５ ３９
広田（自） ４，１３７ ４０５ ９ ３，８２１ ５３７ １２ ３，８０８ ４３３ １０ ２，７６２ ３４８ １３ ３，４１３ ４５９ １３ ３，３７５ ４９７ １５
小海 ９４９ ７５２ ７８ ９５７ ６１７ ６４ １，３１７ ８７８ ６７ ５６２ ５００ ８９ １，０２９ ７００ ６８ １，１７０ ８１２ ７１
松本 ２９７ ２３１ ７８ ３１１ ２２７ ７３ ３４０ ２３０ ６８ ３７１ ２８４ ７７ ３７８ ２５４ ６７ ４０４ ３４５ ８５
小計 ５，３８３ １，３８８ ２６ ５，０８９ １，３８１ ２７ ５，４６５ １，５４１ ２８ ３，６９５ １，１３２ ３１ ４，８２０ １，４１３ ２９ ４，９４９ １，６５４ ３３
合計 １６７，９１９ ８９，７０１ ５３ １４３，１２９ ７０，３９９ ４９ １０６，０３７ ５５，２３１ ５２ ７７，４２０ ４８，７７８ ６３ １０９，９０３ ５７，４０４ ５２ １３０，６９１ ８７，１０８ ６７
工場名
２４／１１ ２４／１２ ２５／１ ２５／２ ２５／３ ２５／４ 年 間
使用量 使用額 単価 使用量 使用額 単価 使用量 使用額 単価 使用量 使用額 単価 使用量 使用額 単価 使用量 使用額 単価 使用量 使用額 単価
川崎 ４３，４１０ ３１，４８０ ７３ ４１，９７１ ２５，３１４ ６０ ３７，１３０ １６，９０１ ４６ ３９，３４３ １６，８２６ ４３ ４８，３５６ ２１，８７７ ４５ ７７，９４６ ３２，２５５ ４１ ５２３，６４６ ２９２，６４３ ５６
鹿瀬 １３，２３８ １３，３３７ １０１ １３，４１２ １０，１６１ ７６ ７，７７２ ５，２６６ ６８ ８，３０９ ９，０２４ １０９ １２，７８０ ９，１８８ ７２ ２５，３９６ １２，４９２ ４９ １９８，５５５ １３５，８４９ ６８
富山 １０，１３３ ７，９４７ ７８ １０，１１３ ６，８８９ ６８ ４，８０８ ２，６９０ ５６ ８，２２７ ６，９６０ ８５ １０，１８４ ８，２９１ ８１ １６，４５６ ５，８０２ ３５ １３３，３８９ ７８，８２８ ５９
塩尻 ６，７４４ ５，４７８ ８１ ７，５８９ ５，８１８ ７７ ５，４７３ ４，８７１ ８９ ５，０４２ ３，４１１ ６８ ７，５００ ５，６６１ ７７ １１，０４０ ８，３５０ ７６ １１６，２３９ ７６，７４６ ６６
秩父 ６，３５８ ２，８３６ ４５ ４，４７０ １，８６２ ４２ ３，２５５ ２，０１８ ６２ １，２４４ １，２５５ １００ ３，６４５ ２，５６５ ８０ ２，３３１ ２，１３２ ９２ ５７，５５４ ２９，３２３ ５１
（関配） ２，４８０ ２，３３５ ９４ ８１１ １，２５３ １５５ １，５０７ １，６０３ １０６ １７７ ９５６ ５４１ １，５３４ １，７４５ １１４ ２１，３４６ ２１，８０９ １０２
（自） ３，８７７ ５０１ １３ ３，６５９ ６０８ １７ １，７４７ ４１５ ２４ １，０６７ ２９９ ２８ ２，１１０ ８２０ ３９ ３４，０７４ ５，３８１ １６
旭川 １，９２４ ２，１６２ １１２ ２，３９８ ３，１７１ １３２ ２，２６５ ３，５２２ １５５ ２１９ １，４０７ ６４１ ２，８６６ ３，４０５ １１９ ３，２１９ ４，１６４ １２９ ２３，８６７ ３０，３５２ １２７
小計 ８１，８０７ ６３，２４０ ７７ ７９，９５３ ５３，２１５ ６８ ６０，７０３ ３５，２６８ ５８ ６２，３８４ ３８，８８３ ６２ ８５，３３１ ５０，９８７ ６０ １３６，３８８ ６５，１９５ ４８ １，０５３，２５０ ６４３，７７３ ６１
横浜 １，３２８ １，４３０ １０８ １，４１１ １，０７８ ７６ １，１６０ １，３０４ １１２ １，１１３ １，０６９ ９６ １，２９０ ２，９７５ ２３１ １，２８３ １，０２５ ８０ １６，９８１ １７，９７７ １０４
喜多方 ８，０２０ ７，５５４ ９４ ８，１００ ６，３３９ ７８ ７，８８７ ５，０３８ ６４ ７，１３８ ４，６４７ ６５ ７，８８３ ４，１６３ ５３ ８，５９３ ５，１４９ ６０ １１７，７１５ ８０，６８５ ６８
大町（自） １１，１１１ ７６８ ７ １０，５１１ ８９９ ９ ８，４９６ １，０３８ １２ ８，７３６ ８２１ ９ ９，２３２ １，００３ １１ 未計上 未計上 １２７，６１０ １０，７６３ ８
小計 ２０，４５９ ９，７５２ ４８ ２０，０２２ ８，３１６ ４２ １７，５４３ ７，３８０ ４２ １６，９８７ ６，５３７ ３８ １８，４０５ ８，１４１ ４４ ９，８７６ ６，１７４ ６３ ２６２，３０６ １０９，４２５ ４２
広田（自） ３，７７９ ３６１ １０ ３，８７６ ３１２ ８ ３，８４０ ３６１ ９ ３，６６３ ２６８ ７ ４，３４８ ４４６ １０ 未計上 未計上 ４０，８２２ ４，４２７ １１
小海 ９４９ ６８２ ７２ ９９０ ８２５ ８３ ４４６ ３７３ ８４ ６６９ ４８３ ７２ ８２１ ４７３ ５７ １，７４９ ７８９ ４５ １１，６０８ ７，８８４ ７２
松本 ３５０ ４００ １１４ ３０７ ３２６ １０６ １５３ １８８ １２３ １５２ １２８ ８５ １５８ １３５ ８５ ２５３ ２２９ ９１ ３，４７４ ２，９７７ ８５
小計 ５，０７８ １，４４３ ２８ ５，１７３ １，４６３ ２８ ４，４３９ ９２２ ２１ ４，４８４ ８７９ ２０ ５，３２７ １，０５４ ２０ ２，００２ １，０１８ ５５，９０４ １５，２８８ ２６
合計 １０７，３４４ ７４，４３５ ６９ １０５，１４８ ６２，９９４ ６０ ８２，６８５ ４３，５７０ ５３ ８３，８５５ ４６，２９９ ５５ １０９，０６３ ６０，１８２ ６０ １４８，２６６ ７２，３８７ ４９ １，３７１，４６０ ７６８，４８６ ５６
〔備考〕 １．昭電「経営概況書」の「電力状況表」より作成。（関配）は関東配電よりの買電、（自）は自家発電、無印は買電。
２．昭２５／３のみ豊里鉱業所分があり、受電量５６，使用額３９２，単価７０３，自家発量９２５，使用額４９０２，単価５３０とある。
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しているからである。逆に使用量と使用額から
電力コストを逆算してみると，買電と自家発の
コスト格差，買電コストの地域格差，季節変動
が浮かび上がってくる。
まず，自家発のコストは驚くほどに低い。大
町では１ＫＷＨ当たり概して１０銭以下であり，
広田が１０銭前後，秩父では２０銭を超える月もあ
るが１０銭強が多い。大町，広田の電力費が極め
て少額なことが読みとれる。秩父も買電の高コ
ストを自家発で薄めている。確かに自家発の威
力絶大である。
買電では大きな地域格差がある。旭川は常に
１円を超え，鹿瀬，秩父，横浜，松本は１円を
超えることが珍しくない。川崎，富山，塩尻，
喜多方，小海などは一定せず７０～８０銭台のこと
もある。自家発のコストが比較的安定的なこと
に比較して，買電では月によって買電コストは
大きく変動している。生産面に規定された季節
変動なのか，受電量の規模による料金変動なの
か検証できる材料を欠いていて，結論しにくい。
自家発・買電含めた全社の電力コストは第１４表
の最下段の通り，４９銭から６９銭まで大きく変動
しており，年間平均が５６銭と計算されている。
電力に大きく依存している昭和電工の体質上，
電力事情と生産量，損益との関係は，需要者の
昭電側だけでなく，供給者である電力会社側か
らのアプローチが必要であろう。
５．諸工場の採算
１） 工場別損益
通常，企業全体の損益は損益計算書で把握で
きても，いかなる部門で利益が生み出されてい
るかという素朴な問題にも，応えてくれない。
肝腎の部門別損益，あるいは製品別損益は企業
内では把握されているはずであるが，公表され
ない以上，外部から知る由もない。幸い昭和電
工では内部資料によって，それがある程度判明
する。以下，工場別損益に踏み込んで実態を解
明してみよう。
企業再建整備期の各部門・各工場の損益を半
期毎に整理すると，第１５表のごとくである。そ
れは，各工場につき製品売上高から総原価（一
般管理費，金融費用等も配賦）を控除した損益
尻である。ただ「統轄」は本社・大阪出張所分
であるが，各部門に計上されている「本部」の
意味は不明である。そこから得られる特徴を指
摘しよう。
第１に，昭２１／８から２３／３までの１年８カ
月は赤字に苦しみ，特に２３／３期は３億円近い
損失を計上したが，２３／９期に黒字に転じ，以
後急速に利益を拡大していった。３年８カ月の
累計では２億円弱の黒字を見せている。
第２に，全体の損益を規定したのは肥料部門
であり，２３／３期までの赤字基調，２３／９期か
らのめざましい黒字増大が明確で，肥料部門の
復興・活躍が全社を牽引しているごとくである。
川崎・鹿瀬が２３／９期にまず黒字に転換，翌期
に富山，塩尻が，翌々期に秩父が続き，旭川の
みが赤字から脱却できなかった。期間累計で川
崎は３．８億円，鹿瀬２．２億円，塩尻１億円と黒字
を積み上げ，反面，旭川が１．３億円の赤字累積
である。川崎は硫安生産の成功，鹿瀬，富山，
塩尻，秩父は石灰窒素への転換の成果が黒字と
なって現れている。
第３に，金属部門では大町の一貫しての黒字
と横浜，喜多方の赤字基調が対照的である。大
町は自家発の強みを電極生産への特化に生かし
て成功し，累積１．２億円の黒字となっている。
反面，アルミ生産が本格化しない横浜，喜多方
両工場は，買電体質もあって苦しみ，累積赤字
は共に１億円弱となっている。
第４に，薬品部門では無機化学薬品を手広く
手掛ける広田工場が，自家発のメリットがある
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にかかわらず一貫して赤字であり，累積赤字は
８，５３０万円に達し，海藻工業の興津・館山が，
戦後初期には大町，川口と共に黒字を計上し，２３
／３期からは赤字に転落している。黒字とはい
え，規模が小さいために全社の大赤字の前には
焼け石に水ではあったが。
第５に，鉄鋼部門は小海の電気銑，松本の電
解鉄，川口の普通鋳物で，いずれも小規模工場
であるが，小海も松本も一貫して赤字続きであ
る。ただ，小規模工場なので，全社的には大し
て影響せず，独立採算的には不昧という意味で
ある。川口鋳造所は，町工場的存在であるが，
黒字，赤字を繰り返し，累積では辛うじて黒字
となっている。
第６に，石炭の豊里は２３／９期まで赤字を続
け，２４／３期，２４／９期だけは少額ながら黒字
に転じ，２５／５期はふたたび赤字に転じて，東
海産業への身売りに踏み切った。累積赤字は２
億円近くで，昭電にとって重荷の一つだったの
である。
戦後復興過程の３年半で，肥料部門の成長拡
大に支えられて全社的には損益が好転するが，
肥料でも旭川だけは好転せず，大町の例外を除
き金属，薬品，鉄鋼の各部門とも未だに赤字基
調から脱却できていなかったのである。
それでは年間を通じて一様に黒字であったの
第１５表 工場別損益（半期ごと） （単位：千円）
部門 工場別
２１／８
～２２／３
２２／４
～２２／９
２２／１０
～２３／３
２３／４
～２３／９
２３／１０
～２４／３
２４／４
～２４／９
２４／１０
～２５／３
累計
肥料 川崎 △７，６９１ △４，６６５ △１１３，６５７ １５９，６８１ ８８，５１０ ８４，４３５ １７６，２３６ ３８２，８４９
鹿瀬 △６，７９７ △４，１４８ △３９，９０４ ４２，０２１ ２７，７２５ １２７，８３４ ６９，９１７ ２１６，６４８
富山 △１，４９５ △１４，５７１ △３３，８１８ △２７，３５０ １２，９１５ ２７，８９０ ９２，７３３ ５６，３０４
塩尻 △２，９８５ △７，７０８ △２５，５６９ △２０，７９９ ４０，１８６ ５３，２９５ ６４，５０７ １００，９２７
秩父 △５，０５８ △５，５９３ △１４，２０７ △１０，００５ △１４，２８８ ２９，０９９ ３８，４８４ １８，４３２
旭川 △７０６ △１，２３１ △１２，８８９ △２６，９４７ △２７，６７３ △３２，８９５ △２３，６６３ △１２６，００４
小滝 △３ △１４３ △５７５ △１，２１６ △１，３４６ △１，３１７ △１，２８０ △５，８８０
本部 ３４４ △７，７２０ △７，３７６
計 △２４，７３５ △３８，０５９ △２４０，６１９ １１５，３８５ １２６，３７３ ２８０，６２１ ４１６，９３４ ６３５，９００
金属 横浜 △２，８９３ △１１，７３６ △９，５２８ △１３，２５７ △３３，１６７ ２，０９８ △２６，４９２ △９４，９７５
喜多方 △１，０１３ ２８０ △３，３８４ △１４，８３６ △４，９１１ △３，５２７ △６４，５２３ △９１，９１４
大町 ２１７ ８，８２９ ２３，７６８ ４６，４０３ １６，８９２ ２１，２７５ ７，３２４ １２４，７０８
本部 ６５ △１０，０５７ ０ △９，９９２
計 △３，６８９ △２，６２７ １０，８５６ １８，３１０ △２１，１２１ ９，７８９ △８３，６９１ △７２，１７３
薬品 広田 △１８１ △５，０３３ △８，１４０ △１５，７９６ △２７，７６４ △１７，３５９ △１１，０２８ △８５，３０１
興津 ２，０７４ ７３６ ５９７ △９１７ ２，５６６ △２，６４３ △４，２７６ △１，８６３
館山 １，４２９ １，１６１ △６３７ △１，２１２ △４１８ △９３５ △１，０８６ △１，６９８
本部 △１２０ △１２０
湯之上 △３３ △３３
計 ３，３２２ △３，１３６ △８，１８０ △１７，９２５ △２５，７３６ △２０，９３７ △１６，４２３ △８９，０１５
鉄鋼 小海 △１，０６６ △１，８１９ △１，５０６ ５，３５４ ４，０８２ △５，２７８ △１，７２６ △１，９５９
松本 △２７０ △１３０ △７３６ △１，２９０ △２９３ △１５６ △２６ △２，９０１
川口 ８９７ ２４７ △１４９ △２７１ △１１２ １８３ △７４０ ５５
本部 △２９ △２６４ ０ △２９３
計 △４３９ △１，７０２ △２，３９１ ３，７９３ ３，６４８ △５，５１５ △２，４９２ △５，０９８
石炭 豊里 △１２，５７８ △３９，８４５ △４５，６５６ △７４，０６８ ４，７２９ ７，５２９ △３２，２３３ △１９２，１２２
統轄 △４４７ １，７１９ △６０１ △２２３ △１，２７１ △８０，７３９ ９９ △８１，４６３
合計 △３８，５６６ △８３，６５０ △２８６，５９１ ４５，２７２ ８６，６２２ １９０，７４８ ２８２，１９１ １９６，０２１
〔備考〕 昭和電工「経営概況書」No.１－１１より計算の上作成。
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第１６表 工場別・月別損益表 （単位：千円）
工場別 ２４／４ ２４／５ ２４／６ ２４／７ ２４／８ ２４／９ 計 ２４／１０ １１ １２ １ ２ ３ 計
肥料 川崎 ５６，８３９ ６２，５７６ ５，０５０△６３，０００△５０，２２１ ７３，１９１ ８４，４３５ ９，６６８ １２，２６２ ２４，３６０ ３９，３４６ ４５，９５４ ４４，６４６ １７６，２３６
鹿瀬 ２０，３８７ ２３，９０５ ３４，９５９ １７，９６７ １３，６５０ １６，９６６ １２７，８３４ １５，９３３ １９，０４０ ２７，０４２ １５，３３１ △３，５０９ △３，９２０ ６９，９１７
富山 １，６８６ ２，２６０ ６，８７１ ８，９９８ １，１０１ ６，９７４ ２７，８９０ １０，８４９ ８，７３６ １３，７２３ ２０，２６８ １５，３８９ ２３，７６８ ９２，７３３
塩尻 ７，８０６ ８，６６１ ４，６０５ １１，３６６ ８，９９７ １１，８６０ ５３，２９５ １４，６４３ ９，４５６ １１，２２２ １２，６３１ ３，００６ １３，５４９ ６４，５０７
秩父 ２，１９９ ５，３２１ ６，８４５ ４３８ ４，００７ １０，２８９ ２９，０９９ １３，９７９ ９，４３７ ３，８６５ ７，５７３ △６３１ ４，２６１ ３８，４８４
旭川 △９，１８６ △３，５６０ △３，３６９ △７，２１６ △５，９３９ △３，６２５△３２，８９５ △７４１ △４，４８０ △５，７８１ △７，０９１ △２，８７４ △２，６９６△２３，６６３
小滝 △２２８ △４９１ △５９８ △１，３１７ △３８３ ０ △１，０７２ ０ ０ １７５ △１，２８０
本部 △７，７２０ △７，７２０ ０ ０
計 ７９，５０３ ９１，４４３ ５４，４７０△３１，４４７△２８，４０５ １１５，０５７ ２８０，６２１ ６３，９４８ ５４，４５１ ７３，３５９ ８８，０５８ ５７，３３５ ７９，７８３ ４１６，９３４
金属 横浜 △９５８ ２，４０４ ２，５７３ ５，５１０ △２，８２７ △４，６０４ ２，０９８ △２，０３０ △１，１４１ △１，８８７ △６，３０１ △３，３６１△１１，７７２△２６，４９２
喜多方 ６，５７６ ２，７２６ １，８５９ △２，４０６ △３，３４４ △８，９３８ △３，５２７ △４，８１２△１１，０２４ △８，８１３△１５，２８０ △７，４１２△１７，１８２△６４，５２３
大町 ５，０５１ ２，０２１ ４，９４２ ５，７５８ １，３７９ ２，１２４ ２１，２７５ ８，８９２ ７，２１４ ２，１６５ ２，０１１△１１，２００ △１，７５８ ７，３２４
本部 △３，６３１ △４，０１８ △２，４０８ ０ ０ ０△１０，０５７ ０
計 ７，０３８ ３，１３３ ６，９６６ ８，８６２ △４，７９２△１１，４１８ ９，７８９ ２，０５０ △４，９５１ △８，５３５△１９，５７０△２１，９７３△３０，７１２△８３，６９１
薬品 広田 △１，７４７ △１，７７３ △１，６６６ △２，９０１ △４，００９ △５，２６３△１７，３５９ △３，４０１ △３，０５２ △２，５４５ △１，２８０ △２１５ △５３５△１１，０２８
興津 △５２６ △１，５２１ ５６ △４７１ △４２０ ２３９ △２，６４３ ５３ △１，９７３ △１，７６１ ０ △１８９ △４０６ △４，２７６
館山 ６４ ４２ △１３７ △４５１ △１０３ △３５０ △９３５ △６１ △９９ △２，０８４ ０ １９４ ９６４ △１，０８６
湯之上 △１３ △３６ １５ ２ △１２ １１ △３３
計 △２，２０９ △３，２５２ △１，７４７ △３，８２３ △４，５３２ △５，３７４△２０，９３７ △３，４２４ △５，１６０ △６，３７６ △１，２７８ △２２２ ３４△１６，４２６
鉄鋼 小海 △１，１７８ △８９４ △８１２ △９１８ △１，０４９ △４２７ △５，２７８ △３５３ △６９４ ３２ △９５８ ２１２ ３５ △１，７２６
松本 １９７ △２２１ １３２ △２６２ △１４６ １４４ △１５６ ２００ △４１ △３９ △１０ △１９８ ６２ △２６
川口 １３３ １０６ １４ １７８ △２３３ △１５ １８３ ６２ △７４ △７７３ １７ ２８ ０ △７４０
本部 △６ ０ △２５８ ０ ０ △２６４ ０
計 △８５４ △１，００９ △９２４ △１，００２ △１，４２８ △２９８ △５，５１５ △９１ △８０９ △７８０ △９５１ ４２ ９７ △２，４９２
石炭 豊里 △４，１２０ △７，１４０ ２，８６２ ７，９０２ ４，４７３ ３，５５２ ７，５２９ △５，２３４ △３，１８１ ０ ０ △４，８６３△１８，９５５△３２，２３３
統轄 △３，０８２ ２，８１９ ２８１ △９，０９２ △２７０△７１，３９５△８０，７３９ １９９，５７４△３３，８６６△３１，０６２△４２，４２６△３６，６００△５５，５２１ ９９
合計 ７６，２７６ ８５，９９５ ６１，９０７△２８，６０３△３４，９５３ ３０，１２５ １９０，７４７ ２５６，８２３ ６，４８８ ２６，６０６ ２３，８３３ △６，２８５△２５，２７５ ２８２，１９０
〔備考〕 昭和電工「経営概況書」No.１－１２より計算の上作成。
企業再建整備期における昭和電工の事業展開
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か。季節変動はなかったのか。すでに全社的に
黒字基調に乗れた２４／９期，２５／３期の１年間
で検証してみよう（逆にいえば，この期間しか
検証の材料はないのが実情ではあるが）。第１６
表は月別に各工場の損益を概観したものである。
ここでは次の点が指摘できよう。
第１に，全社合計では４～６月と９～翌１月
が黒字であり，８，９月と翌２，３月が赤字とな
っている。１０月は本部に特別の黒字があったか
ら除外して，４～６月の黒字幅（各月６～８千
万円）が他の時期（各２～３千万円）より傑出し
ている。基本的には黒字は肥料部門の黒字に支
えられていることは間違いない。ただ，４～６
月は肥料部門の黒字がそのまま全社の損益に反
映しているが，９～翌３月は肥料部門で大幅の
黒字を生じているにもかかわらず，「統轄」＝
本社部門の赤字要因（内容不明）によって減殺さ
れて，各月２～３千万円に止まっているのであ
る。したがって肥料部門は７，８月こそは季節
的に赤字であるが，それ以外は毎月高水準の黒
字であることに注目したい。
第２に，肥料部門でも工場によって損益傾向
が必ずしも同じではない。硫安の川崎は，４，
５月をピークに１～５月は多額の黒字基調であ
り，７～８月は大幅赤字，それ以外は少額の黒
字となっている。ところが鹿瀬，富山，塩尻，
秩父は石灰窒素生産を主としていながら，月別
の傾向はかなりまちまちである。石灰窒素の季
節性だけでは説明しにくい。すなわち，鹿瀬は
２，３月のみ少額の赤字であるが，他月は安定
した黒字が続いており，富山は１～３月が好調
である。塩尻は７～翌１月が好調，秩父は９，１０
月が好調という具合である。赤字基調の旭川で
も月により変化が大きい。
第３に，肥料以外をみると，金属部門では大
町がおおむね年間を通じて黒字基調ではあるが，
横浜，喜多方が４～６月の黒字の後，７，８月
から赤字続きとなる。季節変動というよりは事
業内容の悪化というべきかも知れない。大町が
黒字といっても金額は小さく，金属部門全体を
支えるまでにはなっていない。薬品部門では広
田が毎月赤字であるが，７～１２月の赤字が大き
く，興津・館山では毎月の変化が激しく，一定
の傾向は読みとれない。鉄鋼部門でも同様に変
化が大きい。石炭の豊里では一部資料が欠けて
おり，６～９月は黒字であるものの，他月は赤
字で，季節的か否か判断できない。
２） 製品別採算
同社の「経営概況書」によれば，昭和２４年５
月以降について各工場の主要製品別損益が判明
する。工場別損益と同様に具体的内実を知りう
る貴重な資料である。第１７～２０表は１年間を半
期毎に整理したものであるが，次のことが判明
する（月別は省略）。
第１に，肥料部門では第１７表にみるように，
川崎が硫安主体で安定した黒字を維持し（年間
３．３億円），鹿瀬，富山，塩尻，秩父とも黒字で，
その原因はすべて石灰窒素の利益にある。鹿瀬
は川崎に次ぐ黒字であり（２．２億円），川崎と異
なり年の前半の黒字が大きい。カーバイドの採
算は悪く，４工場とも赤字か僅かな黒字に過ぎ
ない。石灰窒素・カーバイド以外の製品でも，
前半で黒字，後半で赤字であるが，それぞれ多
額ではない。旭川だけが石灰窒素でもカーバイ
ドでも赤字であって，他工場とは様相を異にし
ている。
肥料部門全体では，硫安の売上年間２０億円に
対し，石灰窒素は２９億円，そして硫安よりも石
灰窒素からの利益が大きく（年間５．２億円で硫安
の２倍の多額），石灰窒素への転換が成功した
ことを表している。カーバイド自体での売上は
１億円の少額で，採算はとれていないが，「そ
の他」製品ではある程度の売上があり（２．２億
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円），黒字となっている（７，０００万円）。たとえば
塩尻の研削材，秩父のフェロアロイの復活が反
映していよう。
第２に，金属部門では第１８表にみる通り，大
町の人造黒鉛電極が売上年間２．３億円で４，０００万
円の黒字であるが，カーバイドの不採算に減殺
されている。横浜での天然黒鉛電極と大町のそ
れを合わせても，採算は前半で僅かな黒字（４１５
万円），後半で赤字（△１０５万円）となり，あまり
貢献していない。横浜のアルミナと喜多方のア
ルミニウムを連結すると赤字基調であり，前半
（△４７０万円）より後半（△８，６００万円）が大赤字と
なっている。喜多方はアルミ専門なので，アル
ミの赤字がそのまま計上されるが，横浜はアル
ミナ，天然黒鉛電極の外にソーダ関係，氷晶石
もあるが，いずれも少額ながら赤字である。結
局，金属部門全体では，大町が電極によって一
応採算がとれ，その背後に自家発での強味が利
いているといえ，横浜，喜多方共に赤字基調，
ただ横浜の方がまだ前半にアルミナ，電極で若
干の黒字を出しているが，喜多方ではアルミ需
要は増加しているものの，買電依存の高コスト
は解消できていない。
第３に，薬品部門であるが，第１９表のように，
第１７表 肥料部門の製品別損益 （単位：千円）
工場名 品 目
昭２４／５～１０ 昭２４／１１～２５／４
売上高 原価 損益 売上高 原価 損益
川崎 硫安 ９０７，９６９ ８２７，６４７ ８０，３２２ １，２５９，７０２ １，０７６，８３７ １８２，８６５
その他 ８６，３１８ ７４，３１５ １２，００２ ８２，７１５ ２５，５３５ ５７，１８０
計 ９９４，２８７ ９０１，９６２ ９２，３２４ １，３４２，４１７ １，１０２，３７２ ２４０，０４５
鹿瀬 石灰窒素 ５７０，３７３ ４５３，３３９ １１７，０３５ ５２９，５２３ ４３５，９０５ ９３，６１８
カ－バイド ３０，９０６ ２８，０４７ ２，８５９ ３８，５８６ ４０，５７１ △１，９８５
その他 ２７，０３３ １７，７９９ ９，２３３ １８，９００ ２１，４００ △２，５００
計 ６２８，３１２ ４９９，１８５ １２９，１２７ ５８７，００９ ４９７，８７６ ８９，１３３
富山 石灰窒素 ３１１，８８２ ２６０，８５１ ５１，０２９ ４０７，６０６ ３０４，９７４ １０２，６３３
カ－バイド ５，５７１ ６，４００ △８２７ ６，７１５ ８，０２９ △１，３１７
その他 ６，３４１ ３，４９１ ２，８４９ ７，０１７ １２，０１３ △４，９９３
計 ３２３，７９４ ２７０，７４２ ５３，０５１ ４２１，３３８ ３２５，０１６ ９６，３２３
塩尻 石灰窒素 ２８６，０７１ ２２４，１６８ ６１，９０３ ３２９，４５３ ２６２，９４６ ６６，５０８
カ－バイド １，０７７ １，１０３ △２５ ７，５０３ ８，８５０ △１，３５１
その他 ２７，７００ １７，８００ ９，８９９ ２４，７０２ ３３，５４４ △８，８３７
計 ３１４，８４８ ２４３，０７１ ７１，７７７ ３６１，６５８ ３０５，３４０ ５６，３２０
秩父 石灰窒素 １６９，６７８ １２８，８２１ ４０，８５５ １７２，０６９ １３８，６５２ ３３，４１６
カ－バイド １，９６４ １，５７７ ３８６ ５，８４９ ５，４４１ ４０７
その他 ５，９０７ △１，０７９ ６，９８８ １８，８２１ ２３，６４５ △４，８２２
計 １７７，５４９ １２９，３１９ ４８，２２９ １９６，７３９ １６７，７３８ ２９，００１
旭川 石灰窒素 ３６，９５３ ５９，０７２ △２２，１１７ ６７，６９６ ９１，５７１ △２３，８７５
カ－バイド ３，２９８ ５，２７６ △１，９７８ ２，６７３ ４，０８１ △１，４０９
その他 ６９１ １，０２７ △３３６ ９０７ １，２８３ △３７６
計 ４０，９４２ ６５，３７５ △２４，４３１ ７１，２７６ ９６，９３４ △２５，６５９
小滝 石灰原石 ９，１８８ １１，９０４ △２，７１６ １，１４５ ２，３９２ △１，２４７
合計 硫安 ９０７，９６９ ８２７，６４７ ８０，３２２ １，２５９，７０２ １，０７６，８３７ １８２，８６５
石灰窒素 １，３７４，９５７ １，１２６，２５１ ２４８，７０５ １，５０８，３４７ １，２３４，０４８ ２７２，３００
カ－バイド ４２，８１６ ４２，４０３ ４１５ ５３，８２３ ５８，１２２ △４，３０４
その他 １６３，１７８ １２５，２５７ ３７，９１９ １６１，７１０ １２８，６６２ ３３，０５４
計 ２，４８８，９２７ ２，１２１，５６６ ３６７，３６０ ２，９８１，５８２ ２，４９７，６６８ ４８３，９１６
〔備考〕 昭和電工「経営概況書」の．１－１２より月別に計算し、半期毎に集計。
１１３
興津が前半で僅かな黒字であるものの，３工場
とも概して赤字基調である。但し，薬品部門全
体での赤字額は半期１，３００万円程度で，それほ
ど多くはない。広田は塩素酸ソーダだけが僅か
ながら黒字（年間２５万円）を維持しているものの，
塩素酸加里の赤字（△１，３８５万円）を先頭に苛性
ソーダ，青化ソーダともども赤字である。自家
発のメリットを有していながらの赤字である。
前半と後半では製品構成が変化しており，売上
増加で赤字が減少している。興津では主力の硝
酸加里が増産しながら却って赤字が拡大し（△
４５０万円），沃度製品が黒字の模様である。館山
第１８表 金属部門の製品別損益 （単位：千円）
工場名 品目
昭２４／５～１０ 昭２４／１１～２５／４
売上高 原価 損益 売上高 原価 損益
横浜 アルミナ １９６，０１０ １８８，７６４ ７，２４６ １５１，３１４ １７０，２７１ △１８，９６０
天然電極 ２８，１６５ ２４，２８７ ３，８７８ １６，２２０ １６，７３４ △５１５
ソ－タ゛関係 ３１，３８７ ３２，９２２ △１，５３６ ２６，３０８ ３１，２５７ △４，９４８
氷晶石 １７，９９２ ２０，０７１ △２，０７８ ６，２０９ ６，４４９ △２４０
その他 ２８，５７４ ３１，８９９ △３，３２６ ３９，９００ ３９，５０３ ３９９
計 ３０２，１２７ ２９７，９４３ ４，１８３ ２３９，９５１ ２６４，２１４ △２４，２６４
大町 人造電極 １２７，３１０ １０３，９４１ ２３，３７０ ９８，４５０ ８２，０７０ １６，３７９
天然電極 ５，２５２ ４，９８３ ２７０ ６，２８９ ６，８２９ △５４０
カ－バイド ４８，６３２ ４９，１２９ △４９７ ５８，９５７ ７０，８６９ △１１，９１１
その他 ２５，８３２ ２３，１６２ ２，６６８ ２１，５４５ ２４，７６７ △３，２２１
計 ２０７，０２８ １８１，２１５ ２５，８１４ １８５，２４１ １８４，５３５ ７０６
喜多方 アルミニウム １８２，８３９ １９４，７８６ △１１，９４７ ２８６，９８１ ３５５，７０３ △６８，７２０
その他 ８１８ ９２２ △１０５ ４８６ １，２１８ △７３３
計 １８３，６５７ １９５，７０８ △１２，０５２ ２８７，４６７ ３５６，９２１ △６９，４５３
合計 ６９２，８１４ ６７４，８６７ １７，９４６ ７１２，６５９ ８０５，６７０ △９３，０１１
第１９表 薬品部門の製品別損益 （単位：千円）
工場名 品目
昭２４／５～１０ 昭２４／１１～２５／４
売上高 原価 損益 売上高 原価 損益
広田 苛性ソ－ダ ９，９３１ １３，４２３ △３，４１８ １５，１４７ １５，９５０ △８０３
塩素酸加里 ２９，７２７ ３５，８０２ △５，３７２ ３６，４４２ ４４，９２３ △８，４８１
塩素酸ソ－ダ ９，２０４ ７，５４４ １，２６４ ８，８０５ ７，５４６ １，２５９
青化ソ－ダ １，７３０ １，８５６ △１８２ １８，４０２ １８，６５５ △２５３
その他 １０，４５１ １８，９７２ △７，２８２ １８，０４３ １６，６４１ １，４０１
計 ６１，０４３ ７７，５９７ △１４，９８７ ９６，８３９ １０３，７１５ △６，８７６
興津 硝酸かり ６，３０９ ６，７１０ △２１９ １１，０３０ １５，３１１ △４，２８０
精製妖度 １，７４０ １，８４３ △１０３ ２，９３７ ２，２９５ ６４２
妖度加里 ４，６５４ ２，１７０ ２，４８４
その他 ３，１７６ ３，８６５ △６８９ ６，９９９ ９，５４５ △２，５４７
計 １５，８７９ １４，４９４ １，４７２ ２０，９６６ ２７，１５１ △６，１８５
館山 塩化加里 ４，６８６ ５，１３４ △３３１ １，０４９ ２，４５０ △１，４０１
その他 ２，１３５ ２，２５６ １１６ ３，９８２ ３，４４３ ５３９
計 ６，８２１ ７，３９０ △２１５ ５，０３１ ５，８９３ △８６２
湯の上 ２，１２５ ２，３１０ △１４３ ２，４０６ ２，４６２ △５６
合計 ８５，８４８ １０１，７９１ △１３，８７５ １２５，２４２ １３９，２２１ △１３，９８０
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では主力の塩化加里が赤字（△１７０万円），それ
以外で少額の黒字（６５万円）である。いずれにせ
よ興津，館山では概して特殊な製品の小規模生
産で，損益規模自体が少額である。薬品部門全
体を通観して，製品規模が考慮に値するのは塩
素酸加里ぐらいのものであろう。
第４に，鉄鋼部門を第２０表でみると，小海の
主製品電工銑が薬品部門の塩素酸加里に次ぐ売
上（約６，０００万円）であるが，前半で赤字（△３３４
万円），後半で僅かに黒字（８８万円）という程度，
松本の主力製品電解鉄が前半の僅かな黒字（５４
万円）が後半赤字（△１８４万円）に転化するなど，
前半・後半では大きく変化するが，金額自体は
大したものではない。小海も松本も，長野県の
電源地帯の立地でありながら，買電コストは他
工場の買電より割高であるのは，小規模のため
であろうか。川口鋳造所も生産は増加したもの
の，赤字も増加するが，畢竟小規模である。薬
品部門の売上が半期１億円前後であるのに，鉄
鋼部門は４，０００万円台に過ぎない。
むすび
以上，企業再建整備期の昭和電工の諸事業を
検討した結果，次の点が判明した。
第１に，戦災による物的被害は，川崎工場以
外はほぼ無傷といってよく，電気化学工業の性
格（主として電源立地による地方工場の展開）が
そこに反映していた。しかし敗戦とともに，軍
需依存の諸工場は民需を求めて転換を迫られる
が，賠償問題が絡みはしたものの，概して対応
は早かったと評価されよう。ＧＨＱの生産中止
命令，原料不足，軍需の消滅等により，多くの
工場は休止するが，遊休化した設備の活用のた
め，敗戦後ただちに生産品目の模索，そして翌
年にかけて試行錯誤を伴いながら対応策を次々
に打ち出していった。なによりも食糧増産に必
要な化学肥料生産の復興政策にいち早く乗り，
川崎工場の硫安復興，鹿瀬以下４工場の石灰窒
素への転換・増産を中心に据えたことが成功し
ている。石炭に次ぐ化学肥料の優遇措置，同業
の中でも特別待遇というべき援助を獲得したこ
とが，社会から疑惑も招くが，着実に生産設備
の復興・肥料増産に貢献したことも事実であっ
た。
第２に，肥料生産を主柱にした復興計画の成
功は，損益面でも明らかであった。確かに硫安
復旧・増設や石灰窒素への転換過程では赤字で
あったが，生産が軌道に乗ると大幅な黒字に転
換，再建整備期とその後しばらくの間，他部門
の生産が復活するまで肥料生産は昭和電工を支
える大黒柱となったのである。電気化学工業の
同社は，電力依存の体質上，その確保が問題で
あり，肥料生産の損益もまさに電力受給量と買
第２０表 鉄鋼部門の製品別損益 （単位：千円）
工場名 品目
昭２４／５～１０ 昭２４／１１～２５／４
売上高 原価 損益 売上高 原価 損益
松本 電解鉄 ５，１３１ ４，５９９ ５３２ ４，８３２ ６，６７３ △１，８４２
その他 ２，１４２ ２，４３１ △２８９ ２，４８６ ２，６５７ △１７０
計 ７，２７３ ７，０３０ ２４３ ７，３１８ ９，３３０ △２，０１２
小海 電工銑 ３０，９８１ ３５，１０６ △４，１２５ ２８，９３８ ２８，０６０ ８８０
その他 １，８７２ ３，１０２ △１，２３０ ７１９ １，１４５ △４２６
計 ３２，８５３ ３８，２０８ △５，３５５ ２９，６５７ ２９，２０５ ４５２
川口 鋳物 ２，９５６ ２，８０８ １４８ ３，５５２ ４，３５４ △８０２
合計 ４３，０８３ ４８，０４６ △４，９６４ ４０，５２７ ４２，８８９ △２，３６２
企業再建整備期における昭和電工の事業展開
１１５
電コストに規定されていたといっても過言では
ない。大町・広田・秩父など自家発を擁する工
場は，低廉な電力コストの利点を確かに享受し
ているが，最終損益で肥料ほどの貢献にはなっ
ていない。電力事情が工場損益に及ぼす影響は，
地域，季節，大口性などの要因のため複雑であ
り，より詳細に検討する余地を残している。と
にかく工場別損益および製品別損益まで把握で
き，再建過程の損益面での解明が出来たのは幸
いであった。
第３に，復興計画は森暁体制の下で急遽作成
され，ＧＨＱ・政府の諒解を取り付けて実行さ
れていった。森体制は公職追放によって瓦解し，
日野原体制になるが，その役割は森体制下に確
立・実施中の路線の継承，そして推進であった。
「乗っ取り」と昭電疑獄に象徴されるドラスチ
ックな経営体制の変化が，復興計画の実施，日
常経営にどれだけ影響したかが気になるが，影
響の「程度」を実証することは困難であった
（工場史が編纂されている川崎，鹿瀬，秩父工
場で僅かに触れられてはいるが）。
第４に，再建整備期が終わる頃には，事業場
について存否の帰趨が決められている。すなわ
ち，豊里鉱業所，興津工場，川口鋳造所の譲渡，
館山工場の休止などをみるが，いずれも昭和電
工の中では赤字（豊里）や小規模であり，化学工
業としては異質な分野の事業で，むしろ切り離
しが当然視されていたものである。さらに後に
なれば松本工場の塩尻工場への合併，小海工場
の閉鎖が続くが，同様である。戦後の昭和電工
が多角経営を一部修正して，大工場のみの化学
肥料，無機工業薬品，軽金属（アルミ），電極，
研削材に絞り込む過程である。化学肥料，電極
はすでに復興を果たしたが，化学肥料より後回
しにされた無機工業薬品，研削材，アルミが軌
道に乗るのはこの後のことである。
〔付記〕 本稿も平成１２・１３年度科学研究費補助
金基盤研究（ｃ）（２）「日本の重化学工業化と
昭和電工」（代表者大塩武）による研究成果の一
部である。本稿の使用資料については，昭和
電工総務部，および特に川上秀一氏にお世話
になったので厚くお礼を申し上げる。
